
平成１４年９月１１日判決
平成１０年(ワ)第２２５４号損害賠償請求事件
                          主　　　　　文
１　被告Ｂ１，同Ｂ２，同Ｂ３は，各自，原告Ａ１に対し２６７９万７２４０円，原告Ａ２，同Ａ

３，同Ａ４に対しそれぞれ１７８２万６２５３円及びこれらに対する平成７年８月２５日か
ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２　原告らの被告Ｂ１，同Ｂ２，同Ｂ３に対するその余の請求及び被告Ｂ４に対する請求
をいずれも棄却する。

３　訴訟費用中，原告らに生じた費用の３分の２，被告Ｂ１，同Ｂ２，同Ｂ３に生じた費用
の各３分の２，及び被告Ｂ４に生じた費用はいずれも原告らの連帯負担とし，原告ら
及び被告Ｂ１，同Ｂ２，同Ｂ３に生じたその余の費用はいずれも被告Ｂ１，同Ｂ２，同Ｂ
３の連帯負担とする。

４　この判決は，第１項に限り仮に執行することができる。
                        事実及び理由
第１　請求
  　　被告らは，各自，原告Ａ１に対し９２２２万３９６０円，その余の原告らに対しそれぞ

れ２４０７万４６５３円及びこれらに対する平成７年８月２５日から支払済みまで年５
分の割合による金員を支払え。

第２　事案の概要
      本件は，暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」とい

う。）により指定暴力団の指定を受けている暴力団の３次組織の組員が，対立する
暴力団事務所の前で警戒中の警察官を組員と誤認して射殺したことから，誤殺さ
れた警察官の遺族が，上記誤殺は暴力団抗争の過程で敢行されたと主張し，実行
犯２名，実行犯の直属組長，さらに，その系列最上位の指定暴力団組長に対し，
使用者責任等を根拠に損害賠償を請求する事案である。

　１　基本的事実（以下の事実は，いずれも当事者間に争いがないか，証拠及び弁論の
全趣旨により容易に認められる。）

　　(1)　被告ら
      　被告Ｂ４は，暴対法３条所定の指定暴力団の指定を受けた五代目山口組（本部・

神戸市内）の組長，Ｃは山口組直参組員，被告Ｂ１はＣが組長である暴力団藤
和会（事務所・大阪市北区）の組員，被告Ｂ２は被告Ｂ１が組長である暴力団山
下組（事務所・京都市山科区）の組員，被告Ｂ３は山下組組員Ｄの組織する山強
会の配下として，山下組組員と行動を共にしていた者である。

　　(2)　祇園事件の発生
　　　　平成７年８月２４日（以下，特に断らない限り，年月日は平成７年である。）午後１１

時１９分頃，山下組組員Ｅ（組長代行，以下「Ｅ」という。），同組組員Ｆ（舎弟，以
下「Ｆ」という。）及び二代目山崎組の元副長Ｇ（以下「Ｇ」という。）の３名が食事
に出た先の京都市内の繁華街祇園で，指定暴力団会津小鉄の直参（小頭）であ
る山浩組組長Ｈ（以下「Ｈ組長」又は「Ｈ」という。），同じく河村組組長Ｉ（以下「Ｉ組
長」又は「Ｉ」という。），長谷川組組長Ｊ（以下「Ｊ組長」又は「Ｊ」という。）の３名と出
会って挨拶を交わした際，ＦがＩの態度に立腹し，拳銃を発砲してＨ組長の左腕
に重傷を負わせ，ＥもＦの発砲した流れ弾により負傷した（以下「祇園事件」とい
う。）。

　　(3)　本件誤殺事件の発生
　　　　被告Ｂ２は，翌８月２５日午前４時１３分ころ，被告Ｂ３の運転する乗用車（山下組

若頭登録名義）で京都市甲区乙町丙番地先山浩組事務所付近に乗り付け，同
事務所前で警戒配備の職務についていた京都府警下鴨警察署巡査部長Ｋ（昭
和２６年３月１５日生，以下「Ｋ警察官」という。）を山浩組組員であると誤認して
拳銃３発を発射し，そのころその場で，大動脈損傷，右外側上胸部盲管銃創に
よる失血より死亡させた（以下，「本件誤殺事件」ないし「本件誤殺行為」とい
う。）。

    (4)　原告らの身分関係
        原告Ａ１は，Ｋ警察官の妻，その余の原告らは同警察官の子であり，法定相続分

に従って同警察官の権利すべてを相続した（なお，原告らは，他の相続人である
子１名から原告らの法定相続分に従い相続分の譲渡を受け，譲渡人である当該
相続人１名は，別途，固有の権利である遺族共済年金，遺族基礎年金の受給
権を行使することで合意している。）。

    (5)　Ｋ警察官の死亡による公的給付等



      ア　京都府退職手当金　１９０５万４３３２円
イ　遺族共済年金（警察共済組合から）
　　平成７年９月分から平成８年３月分　４１万５６２２円

  　      平成８年４月分から平成９年３月分　７１万２４９６円
    　    平成９年４月分から平成１０年３月分　７１万２４９６円
      　  平成１０年４月分から平成１１年３月分　７２万５１６５円
　　　　　平成１１年４月分から平成１２年３月分　７２万９３８８円
          平成１２年４月分から平成１３年３月分　７２万９３８８円
　　　ウ　遺族基礎年金（社会保険庁から）　
      　  平成７年９月分から平成８年３月分　７６万５８００円
        　平成８年４月分から平成９年３月分　１３１万２８００円
        　平成９年４月分から平成１０年３月分　１２３万７５００円
        　平成１０年４月分から平成１１年３月分　１２５万９４９６円
　　　　　平成１１年４月分から平成１２年３月分　１２６万６９９６円
        　平成１２年４月分から平成１３年３月分　１０３万５６００円
　　　エ　公務災害遺族補償年金（地方公務員災害補償基金から）
　　　　　平成７年９月から平成８年５月分　５５２万５１７５円
      　  平成８年６月分から平成９年３月分　６１３万９０８２円
        　平成９年４月から平成１０年３月分　６８３万９５００円
        　平成１０年４月から平成１１年３月分　６９７万３７００円
        　平成１１年４月分から平成１２年３月分　７１０万７８００円
　　　　　平成１２年４月分から平成１３年３月分　６４６万７１９９円
　　　オ　公務災害葬祭補償金　１２０万２７６０円
　　　カ　なお，遺族共済年金，遺族基礎年金，公務災害遺族補償年金は，各年度（４月

から翌年３月）ごとに６回に分けて支払われ，第１期分が６月に支払われ，以
後，８，１０，１２，２，４月に支給される。

　２　争点
　　(1)　被告Ｂ１の責任
      ア　被告Ｂ１に，山下組組長として，被告Ｂ２らの本件誤殺行為の発生を防止すべき

義務に違反した不法行為（民法７０９条，７１９条１項）が成立するか。
      イ　本件誤殺行為について，被告Ｂ４に民法７１５条の適用のあることを前提に，被

告Ｂ１に同Ｂ４の代理監督者責任（民法７１５条２項）が成立するか。
    (2)　被告Ｂ４の責任
      ア　本件誤殺行為が，被告Ｂ４の事業執行と密接に関連する行為として，同被告に

使用者責任（民法７１５条１項）が成立するか。
      イ　被告Ｂ４に，本件誤殺行為と相当因果関係を肯定すべき幇助行為（民法７１９条

２項）が存するか。
      ウ　被告Ｂ４に，山口組組長として，被告Ｂ２らの本件誤殺行為の発生を防止すべ

き義務に違反した不法行為（民法７０９条，７１９条１項）が成立するか。
    (3)　損害（過失相殺，損益相殺）
  ３　責任論についての当事者の主張要旨
    (1)　原告ら
        原告らは，本件誤殺事件の実行犯である被告Ｂ２，同Ｂ３に対し，共謀のうえ，殺

意をもってＫ警察官を殺害したものとして，民法７０９条，７１９条により損害賠償
を求めるほか，同被告らの直属組長である被告Ｂ１，さらに，組織上最上位にあ
る指定暴力団山口組組長である被告Ｂ４の責任を問うものであるが，その根拠
としては，いずれも民法７０９条，７１９条，７１５条を主張するものであり，その要
旨は以下のとおりである。

      ア　山口組の組織について
　　　　　暴対法３条の指定暴力団に指定されているとおり，山口組は，組長である被告

Ｂ４を頂点として，同被告及び同被告と盃事を交わして親子・兄弟の擬制的血
縁関係を結んだ各直参（以下「直系組長」という。）が１次組織を構成し（以下，
便宜「総本部」ないし「本部」という。），さらに，各直系組長が下部組織組員と
盃事を交わして親子・兄弟の擬制的血縁関係を結んで２次組織を構成し，以
下同様に３次，４次，５次組織（以下，２次組織以下を「傘下組織」という。）を
構成し，これら各組織がそれぞれ一定の独立性を保ちつつ，被告Ｂ４を頂点と
する巨大なピラミッド型組織の中に階層的に統制され強固に結合した単一の
組織である。ちなみに，暴対法４条は「指定暴力団連合の指定」を規定してい



るが，兵庫県公安委員会は，山口組の実態に即し，同法３条の階層的構造を
有する指定暴力団に指定している。このようにして成立している山口組は，本
件誤殺事件前の平成７年２月１５日現在において，１都１道２府３８県に組員２
万３１００名の勢力を有しており，わが国最大の暴力団である。　　　　　

　　　イ　本件誤殺事件と民法７１５条
          本件誤殺事件は，被告Ｂ４の事業に密接に関連する行為を，傘下組織である山

下組組員の被告Ｂ２らが職務の執行として行ったものであるから，被告Ｂ４は
使用者として，被告Ｂ１は代理監督者として責任を負担するべきである。

　　　　(ア)　使用者性について
　　　　　　上記のように，山口組は，暴対法３条の指定暴力団に指定されており，また，

暴対法の指定を措いても，被告Ｂ４を頂点とし，盃事により成立し絶対的服
従関係を旨とする擬制的血縁関係の連鎖によって結合した階層的構造を
有する一個の組織である。この階層的構造を利用して，山口組の最終的意
思決定者である被告Ｂ４の意思は，傘下組織の定例会で順次発表されるこ
とにより傘下組織の末端にまで伝達され徹底される。また，必要に応じ，「５
代目総本部」名で直接参加組織にファクスされることにより傘下組織の末
端にまで周知徹底される。加えて，被告Ｂ４は傘下組織を含む組員の脱退
に関する権限を有し，傘下組織の組長を通じるなどして傘下組織の組員を
管理し，傘下組織の解散権限及び傘下組織組員の生殺与奪の権限をも有
しているから，同被告は傘下組織の組員を現実に支配しているというべき
である。

　　　　　　したがって，被告Ｂ４には，傘下組織の末端の組員との間においても指揮監督
関係が認められ，被告Ｂ２及び同Ｂ３に対しても使用者性が認められる。

　　　　　　他方，被告Ｂ１は，山口組藤和会山下組の組長として，被告Ｂ４に代わり，山
下組組員である被告Ｂ２及び同Ｂ３を監督すべき地位にあったから，被告Ｂ
４の代理監督者にあたるというべきである。

        (イ)　事業執行性について
　　　　　 a  抗争の事業執行性
            　暴力団は組織の威力を背景に違法あるいは不当に資金を獲得することを最

大の目的とし，暴対法３条１号も「名目上のいかんを問わず，当該暴力
団の暴力団員が当該暴力団の威力を利用して生計の維持，財産の形成
又は事業の遂行のための資金を得ることができるようにするため，当該
暴力団の威力をその暴力団員に利用させ，又は当該暴力団の威力をそ
の暴力団員が利用することを容認することを実質上の目的とするものと
認められること」を指定暴力団の該当要件の一つとしているところ，暴力
団における事業とは，暴力団としての威力を利用して資金獲得活動を行
うことにほかならない。これを指定暴力団などの大規模暴力団の組長に
ついて言えば，事業とは，主に，傘下組織の組員が大規模暴力団として
の威力を利用して資金獲得活動を行うことを積極的に容認し，その対価
として上納金などの名目で傘下組織から資金を吸い上げることをいうと
いうべきである。

      　      上記のような事業を暴力団が行うにあたっては，資金獲得のための唯一の手
段又は道具である威力（面子，対面）の維持拡大は不可欠であり，傘下
組織の組員は暴力団の職務として資金獲得活動を行うとともに，威力の
維持拡大活動をも行うから，威力の維持拡大活動が暴力団の事業と密
接に関連する行為であることは当然である。したがって，大規模暴力団
の傘下組織の組員が威力の維持拡大活動を行った場合，それは大規模
暴力団の事業に密接に関連する行為にあたるものである。

　　　　　　　そして，暴力団の抗争は，暴力団の威力の維持拡大活動の一つにあたる。
なぜなら，暴力団にとって抗争はまさに威力と威力のぶつかり合いであ
り，抗争に勝ち抜いた暴力団は，その威力や縄張りを拡大することにな
るからである。

　　　　　　　したがって，抗争は，暴力団の事業に密接に関連する行為として，常に事業
執行性（密接関連性）を有するというべきである。

　　　　　　　さらに，抗争原因のいかんを問わず，抗争に発展させるか，抗争をいかなる
段階で停止して終結させるかについては，当該傘下組織を擁する大規
模暴力団のトップが全体を統制していることからすれば，抗争は，組織
全体の頂点に立つ大規模暴力団の組長により支配された戦闘行為であ



り，同組長にとって事業執行性を有するものである。
        　 b  本件誤殺事件の事業執行性について
　　　　　　  本件誤殺事件は，被告Ｂ４が山口組の代紋等の威力を利用して資金獲得活

動を行うことを容認してきた傘下組織の組員が，対立組織である会津小
鉄との抗争の一環として敢行したものであるから，同組員の職務執行に
該当し，かつ被告Ｂ４にとって事業執行性を有するが，念のために述べ
ると，抗争の経過は以下のとおりである。

　　　　　　　すなわち，祇園事件は，会津小鉄の関係者が山下組組員の面前で「山下組
がなんぼのもんじゃい。」との暴言を吐いたことを原因とするものである
が，上記発言は，山下組，ひいては山口組の看板に泥を塗るものであ
り，面子を最重要視する暴力団にとって到底看過できるものではなかっ
た。しかも，当時，京都府下では拳銃発砲事件が相次ぎ，特に，６月１４
日から１５日にかけては山口組と会津小鉄との間で１４件の連続発砲事
件が発生し，山口組としては会津小鉄に対して山口組としての威力を誇
示することが必要な状況にあったが，祇園事件の衝突の相手方は１４連
発抗争の主役であり会津小鉄の最高幹部でもあるＨ組長であった（暴言
を吐いたのは厳密には同組長の同伴者であるが，同じことである。）。そ
こで，被告Ｂ２は，会津小鉄の山口組に対する威力減殺行為に対して反
撃するため，山口組で行われていた報償や昇格を期待し，山口組全体と
会津小鉄全体の対立抗争の一貫として発砲行為を行ったものである。

　　　　　　　上記抗争（以下「本件抗争」という。）は，現職警察官を誤殺するというアクシ
デントにより急速に終息したが，本件誤殺事件の際には山下組若頭所
有の自動車が使用され，また，山口組総本部では緊急会議が開催され
て被告Ｂ２及び同Ｂ３の実行犯両名を自首させることが決定され，自首に
際しては山口組直系組長のＬ若頭（当時）が付き添って謝罪し，他方，被
告Ｂ４は本件誤殺事件後に山下組の上部団体である藤和会のＣを破門
し山下組を含む藤和会の傘下組織を解散させるなどしたものであり，こ
れらの事実は本件抗争を同被告が掌握していたことの証左である。

　　　　　　　なお，本件抗争では，五代目山口組の傘下組織のうち山下組以外の組織は
表面上は襲撃に関与していないし，祇園事件発生後一日足らずで終息
しているが，これは，現職警察官の誤殺という予期せぬ事件が本件抗争
初期に発生したからにすぎず，実際に襲撃に参加した組織が少ないこと
や期間が短いことを重視すべきでない。また，確かに，本件抗争は，直
接的には山口組と会津小鉄の各傘下組織の間で発生しているが，暴力
団にとって，傘下組織の面子をつぶされることは組織全体の面子をつぶ
されることと理解されており，「山下組がなんぼのもんじゃい。」と罵倒さ
れたことは「山口組がなんぼのもんじゃい。」と罵倒されたと同じことであ
って，そのまま放置することは山口組全体の面子をつぶされたにもかか
わらず放置することを意味し，山口組全体の組織の力がないものと見く
びられる結果となるから，山口組全体と会津小鉄全体の抗争と見るべき
である。

        (ウ)　システム化された暴力装置による論証
　　　　　　被告Ｂ４の同Ｂ２及び同Ｂ３に対する使用者性及び事業執行性は，被告Ｂ４

が，山口組の威力を維持するため，山口組組員（傘下組織組員を含む。）
に対し，山口組の威力や組織の維持拡大が要請される場面に遭遇したとき
には，同被告の命令を待つまでもなく山口組に対する威力や組織の減殺行
為の排除に走る仕組み（システム化された暴力装置）を構築していることか
らも論証が可能である。

      ウ　被告Ｂ４の共同不法行為責任について
　　　　(ア)　幇助による共同不法行為
　　　　　　民法７１９条２項は幇助による共同不法行為を認めているが，「幇助」の方法

は，直接の違法行為の実行を補助し容易ならしめる行為であれば足りる。
抗争は暴力不法行為集団である暴力団にとって集団の威力と外的イメー
ジの維持増大を図るという本質に根ざすものであるところ，被告Ｂ４が主宰
する山口組においては，抗争における活躍を基準として昇格システムが採
用されるとともに，「抗争と思ったら，指示を受けることなく走れ。」などという
上位者の指示を待たずに上位者の顔色を見通して対立組織を攻撃するよ
うな行動原理を組員に浸透させ，抗争参加者への放免祝が明記された慶



弔規定（慶弔審議会決議事項）や金メダルや功労金の授受まで行って抗争
への参加を賞揚しており，被告Ｂ２及び同Ｂ３もこれらによる心理的援助を
受けて本件誤殺行為を行ったものである。

　　　　　　そして，被告Ｂ４は，山口組組員（傘下組織組員を含む。）が対立する暴力団
員に対して暴力行為を行うことを概括的かつ潜在的にではあれ認容してい
たものであるから，同被告には少なくとも被告Ｂ２及び同Ｂ３に心理的援助
を与えたことにつき重大な過失がある。

　　　　　　よって，被告Ｂ４は，本件誤殺事件につき幇助による共同不法行為責任を負う
べきである。

　　　  (イ)　民法７１９条１項前段の共同不法行為
　　　　　　民法７１９条１項前段の共同不法行為が成立するためには，各人の行為が独

立して不法行為（民法７０９条）の要件を備えていること，各行為者の間に
共同関係（関連共同性）があることが必要であるところ，本件誤殺事件の約
２ヶ月前に山口組と会津小鉄との間で１４連発抗争事件が，また，本件誤
殺事件の約５時間前に祇園事件が発生し，本件誤殺事件当時，京都にお
いては山口組と会津小鉄とが一触即発の状況にあったことからすれば，被
告Ｂ４は，(ア)で述べたような山口組組員の行動原理，山口組と会津小鉄
の緊張した状況及び暴力団員同士のささいなトラブルも大規模抗争事件に
発展する可能性が高いことを認識していたのであるから，当然，祇園事件
発生の連絡を速やかに受け，祇園事件が山口組と会津小鉄との抗争に発
展し同抗争の際に山口組組員が会津小鉄組員に対して殺傷行為を行うこ
とも予見し得た。また，被告Ｂ４が，「抗争を開始すべきか，どこまで拡大す
べきか，何時どのように終結すべきかについての決定権（抗争管理権）」を
有し，本件でも現実に行使していること，傘下組織の末端に至るまで被告Ｂ
４の意思伝達網が完備していること，山口組と波谷組との抗争の際には，
山口組総本部名で抗争中止のファクシミリや抗争終結のファクシミリが流さ
れていることからすれば，被告Ｂ４は，山口組が関与する抗争が発生した
場合，警察官を含む市民が抗争の巻き添えになり被害が発生することを防
止することが可能であったし，かつ，それを防止すべき義務があった。にも
かかわらず，被告Ｂ４は，本件抗争において，本件誤殺事件発生までの
間，速やかに抗争管理権を行使して山口組の傘下組織に伝達するなどの
抗争防止措置を行わず，本件誤殺事件を発生させたものであるから，同被
告には不作為による不法行為が成立する。そして，山口組が傘下組織を含
めた１個の組織であること，山口組内部に被告Ｂ４を頂点とし被告Ｂ２をも
組み込んだ前述のシステム化された暴力装置が構築されていること，被告
Ｂ２の不法行為が抗争時になされていることからすれば，被告Ｂ４の上記不
作為は本件誤殺事件と客観的に関連しているものである。

　　　　　　よって，被告Ｂ４は，本件誤殺事件について民法７１９条１項前段の共同不法
行為責任を負う。

　　　エ　被告Ｂ１の共同不法行為責任
　　　　　被告Ｂ１には，山下組が関与する対立抗争等の過程で第三者に対する誤殺傷

事件の発生を防止すべき作為義務に違反した不法行為が成立する。
　　　　　すなわち，被告Ｂ１が，８月２４日午後１１時３０分頃の段階で，山下組事務所当

番から祇園事件発生の連絡を受けていたこと，この連絡の際に被告Ｂ１に知
らされた祇園事件発生の場所（会津小鉄の縄張りである祇園），被害者の特
性（指定暴力団会津小鉄の最高幹部），事件態様（拳銃使用による殺人未
遂），結果（重傷）からすれば，祇園事件が対立抗争事件に発展する可能性
が高いことは明らかであったこと，京都府下では山口組と会津小鉄との間で１
４連発抗争事件が発生しており，この影響で，祇園事件発生当時，山口組と
会津小鉄とは一触即発の状況にあったこと，被告Ｂ２ら山下組組員は，「抗争
と思ったら指示を受けることなく先に走れ」という暴力団の行動原理を熟知し
ていたこと，暴力団の対立抗争事件の際，暴力団事務所に警察の張り付け警
戒がなされることは暴力団組長である被告Ｂ１にとって常識であり，第三者に
対する被害発生の危険性も認識できたことからすれば，被告Ｂ１が本件誤殺
事件の発生を容易に予見することができたことは明らかである。そして，被告
Ｂ１は，上命下服の強固な規律のもとにある暴力団山下組組長として，山下
組組員に対し，自宅待機を徹底するなどして会津小鉄に対する先制攻撃や報
復攻撃を禁止することが可能であった。すなわち，被告Ｂ２は，８月２５日午前



２時頃に山下組組長代行Ｅと電話連絡をとっており，このときに禁止命令が同
被告に伝えられていれば，本件誤殺事件は発生しなかった。ところが，被告Ｂ
１は，山下組組員に対し，自宅待機すら徹底しなかったため，被告Ｂ２及び同
Ｂ３は，同Ｂ１が「会津小鉄への攻撃を期待している。」と思いこみ，本件誤殺
事件を惹起したものである。したがって，被告Ｂ１は，共同不法行為責任を免
れない。

　　(2)　被告Ｂ４の反論
　　　ア　被告Ｂ４も，五代目山口組が同被告と擬制親子・兄弟関係を結んだ１２２名の

若中，舎弟（本件誤殺事件当時）から成る団体であることは否定するものでは
ないが，原告らのいう傘下組織が山口組の組織の一部であることは強く否認
するものである。確かに，日本のやくざは擬制血縁関係によって成立していて
五代目山口組もその例外ではないが，血縁関係が擬制されるのは当該血縁
関係を結んだ者相互間のみにおいてであって，それ以外の者との間において
血縁関係が擬制されるものではなく，被告Ｂ４は，自らの組員との縁を解消す
ることはできても，若中，舎弟とその組員等の末端に連なる者との関係を左右
することはできない。そして，被告Ｂ４が盃事を交わした個々の組員は，それ
ぞれの生い立ちと組加入の動機背景を異にし，また，組員の率いる組織（以
下，原告らの表現を引用して，便宜「傘下組織」というが，五代目山口組との
関係のないことは先のとおりである。）も同様に山口組とは関係のなかった博
徒やテキ屋の親分であった者が数多くおり，その親分が，固有の歴史を持っ
たまま被告Ｂ４と擬制血縁関係を結んで五代目山口組の組員となっているだ
けである。それらの組の親分が被告Ｂ４と縁組をしたからといって，その子分
が自分の親をおいて被告Ｂ４を絶対者と仰ぐわけでもない。実際，直属の組
長の命令がその上位にある組の組長からの指示と一体性がない事例なども
珍しくもなく，被告Ｂ４の命令などとは関係のないところでこれらの組織は動い
ている。現実的に考えても，傘下組織の組員がどのように考えどのように行動
するかはおよそ被告Ｂ４の知りうるところではなく，その結果，被告Ｂ４の命令
とは無関係にさまざまな出来事が発生している。また，被告Ｂ４は内部であろ
うと外部であろうと抗争を禁止しているにもかかわらず揉め事は発生してい
る。

　　　　　以上のように，傘下組織への加入・脱退も，そして，それ以外の統制も，すべて
被告Ｂ４の権限の及ばざるところであり，仮に，傘下組織の組員が自ら山口組
の組員であるとの認識を有しているとしても，そのこと故に彼らが五代目山口
組組員になるわけではないし，傘下組織を含めた一体としての山口組が存在
することになるわけでもない。また，五代目山口組組員でない者が，仮に，五
代目山口組によかれと考えて行動したとしても，そのこと故に，その行動が五
代目山口組としての行動になるわけでもない。五代目山口組を階層構造をな
す１個の組織などという原告らの主張は全くの虚構であり，被告Ｂ２らは五代
目山口組組員ではない。

　　　イ　被告Ｂ４は，五代目山口組内において，誰を若中ないし舎弟にするか，絶縁，
破門にするかという意味での組員人事については最終決定を行っているが，
それ以外の事項については，すべて五代目山口組の執行部において決定し
ている。被告Ｂ４としても，執行部の決定が定例会において五代目山口組組
員に対し伝達され，あるいは山口組組員にファクシミリが流されることがあるこ
とは聞いているが，伝達されるのはあくまで執行部の決定であり，被告Ｂ４の
意思ではない。前述のように，五代目山口組の運営は執行部において決定さ
れているのであり，それが被告Ｂ４の意思であるという前提自体が誤りであ
る。

　　　ウ　山口組あるいは被告Ｂ４の事業についての原告らの主張も否認する。
　　　　　暴対法３条による指定処分は，同法が定める中止命令等の団体規制を実施す

るために，その対象範囲を明確にするための技術的規定にすぎず，民法７１５
条の使用者責任の範囲を限定する事業性を当然に根拠付けるものではな
い。

　　　　　被告Ｂ４は，いうところの傘下組織の構成員ばかりか，五代目山口組の組員で
さえどのようにして資金獲得活動をしているかは知らない。そもそも，山口組
組員が山口組の威力を利用した資金獲得活動を行っているとの主張自体根
拠がない。各組員は，それぞれが自らの考えによって生計の手段を講じてい
るものであり，被告Ｂ４が指示して資金獲得活動をさせたことはないし，五代



目山口組が団体として資金獲得活動をした事実もない。したがって，被告Ｂ４
が，組員に対し山口組の威力を利用させ，あるいは容認しているというのは事
実ではないし，五代目山口組では，組員が定期的に一定額の金員を会費とし
て本部に納めているのも，執行部で管理して団体としての五代目山口組の運
営費や義理掛け等に使用するためであって，組長である被告Ｂ４が個人的に
取得する収入金ではない。この会費は金額等も明らかにされているが，当局
によりこれが被告Ｂ４の事業所得と見なされたこともない。

　　　エ　原告らは，山口組が暴力団であり，暴力団は営利追求集団であるとの前提に
立ち，その営利追求集団の維持拡大が進んでいくと主張するが，そうである
ならば，組織が寡占化するはずであるが，現実にはそのような状況にはなっ
ていない。この現実は，擬制血縁関係が営利追求のために結ばれるものでは
ないことを示しているのであり，これらは五代目山口組が暴力団であり，暴力
団とは営利追求集団であるという前提そのものが誤りであることを明らかにし
ている。

　　　オ　以上のように，傘下組織組員なるものと被告Ｂ４を結びつけることには承服でき
ないが，そもそも，本件誤殺事件当時，原告らのいう抗争は存在しなかった
し，被告Ｂ４は祇園事件の発生さえ知らなかったものであって，本件誤殺事件
は山口組の威力や組織の維持拡大とは関わりのないところで発生している。
すなわち，まず，五代目山口組が，京都府下に進出し，その組織や威力の維
持拡大を図っていたという事実はない。また，原告ら主張の１４連発抗争事件
は，相互に関連して発生した事件ではなく，その和解が成立後の発砲事件も
傘下組織間で発生したものである。五代目山口組と会津小鉄は，共存共栄を
図るために親戚縁組や幹部同士が兄弟盃をして友好関係を保つ努力をして
きた。さらに，「山下組がなんぼのもんじゃい。」との発言は，山口組に対する
重大な威力減殺行為などではない。祇園事件は，山下組組員と会津小鉄関
係者間での拳銃発砲にまで至っているが，その実質は，酒に酔った者の発言
にすぎず，個人的喧嘩にとどまるものである。酒に酔って暴言を発した山浩組
の者に山下組の威力を減殺する意図があったとは窺えず，その言葉を受けた
山下組組員も個人的には腹立ちを覚えても，組織としての反撃であるとは思
っていなかった。したがって，上記発言が五代目山口組ないし傘下組織を含
むと称する山口組全体に対する威力減殺行為などというのは牽強付会の議
論といわねばならない。さらに，本件誤殺事件の結果，五代目山口組の若頭
までもが警察に出頭し，警察に詫びを申し入れる事態になり，社会的非難もよ
り強まったものであり，本件誤殺事件は五代目山口組の組織維持のマイナス
にこそなれ，プラスになどなっていないのである。また，被告Ｂ２は，本件誤殺
事件当時，原告らの主張する会津小鉄の組員の暴言，すなわち，祇園事件
の発生原因は知らず，ただ，会津小鉄のＩ，Ｈ組長と山下組のＥ，Ｆが揉めたと
いう程度の事件の経過しか聞いていなかった。その被告Ｂ２が行った本件誤
殺事件が，会津小鉄の組員（の暴言）による山口組の威力減殺行為に対する
報復であったという原告らの主張は事実に反するし，被告Ｂ２の頭の中では，
「会津小鉄が動くなら，わしが先に行ってやる」という考えがあったとしても，客
観的には抗争の報復になっておらず，不法行為の当事者の主観的な誤った
認識によって事業密接関連性を根拠付けることはできない。また，組長である
被告Ｂ１自身は抗争になるとは予想もせず，様子を見て待機の解除指示をす
るなど，山下組自体が抗争を回避する所為に出ているところ，組の方針に反
して勝手な行動をとった被告Ｂ２の行動が山下組内において評価されるもの
でないことは勿論，五代目山口組にとっても，共存共栄を意図する会津小鉄
を相手として，何らの利益のない抗争の火種となる行為を勝手にしたにすぎな
いことになり，被告Ｂ２の主観的動機から山口組の威力拡大や組織の維持拡
大の場面でなされたとするのは相当でない。また，本件誤殺行為の経過をみ
ても，被告Ｂ３は，同Ｂ２の報復攻撃の意思を知らないまま，同被告から車で
迎えに来るように指示され，普段使用している山下組若頭名義の車両を運転
して行っただけであり，本件誤殺事件の際に使用した車両が山口組に対する
威力減殺行為に対する報復行為のために提供されたものではなく，山下組が
組織として被告Ｂ２の行動を容認していたことにはならない。

　　　　　さらに加えるならば，祇園事件後，五代目山口組は勿論，山下組が組織として
抗争を行おうとして動きをした事実もない。被告Ｂ４ないし五代目山口組執行
部においては祇園事件の発生自体知らず，当該組織の山下組ですら待機命



令を組員に発したのみであって，組織として抗争に発展するような行為は何ら
行っていない。当時，山下組の事務所当番をしていた者は，Ｆから連絡を受け
て一旦は連絡可能な山下組組員に対して召集ではなく待機の連絡をとったも
のの，それすら１５分後くらいには解除しているのであって，五代目山口組は
勿論，山下組においてすら組織としての抗争行為に発展するような行動に出
ていないのである。なお，自宅玄関ドアに拳銃を撃ち込まれたＧは，祇園事件
の発砲に至る喧嘩の発端を作った一人ではあるが，五代目山口組組員でも
山下組組員でもない。Ｌ若頭が被告Ｂ２らの出頭に同行したのも，誤殺された
のが警察官であるから警察に詫びを申し述べるために同行したものである
が，被告Ｂ４の指示で被告Ｂ２らが出頭したりＬ若頭が同行したりしたものでは
なく，一部幹部の判断である。抗争管理権なるものは，警察官や原告らの想
像の産物であるが，五代目山口組及び会津小鉄は組織として共存共栄の方
針であり，当事者間で円満に解決できるよう関係者らと個人的に人脈のある
五代目山口組幹部らが早期に仲介の労をとったのは当然のことである。山下
組と山浩組との間で抗争が発生していたものでなく，本件誤殺事件後の五代
目山口組と会津小鉄の幹部の動きをもって抗争管理権の行使というのは実
態に合わない。

      カ　被告Ｂ４の共同不法行為責任についても次のとおり反論する。
(ア)　幇助による共同不法行為について

　　　　　　慶弔審議委員会規定や金メダルの授与は，本件誤殺事件発生当時は存在せ
ず，昇格システムというのは原告らの想像でしかない。仮に被告Ｂ２がやく
ざの行動原理や論功行賞を期待して本件誤殺行為に及んだとしても，その
犯行動機について，被告Ｂ４は何ら関与していない。

　　　　(イ)　共同不法行為（民法７１９条１項前段）について
　　　　　　原告らの主張は，山下組組員が五代目山口組の構成員であるという前提に

立って被告Ｂ４の共同不法行為責任を主張するものであるから，その前提
自体が誤りであるが，原告らの誤った組織論に立脚しても，被告Ｂ４に共同
不法行為責任は成立しない。すなわち，本件誤殺事件以前に，祇園事件は
終息に向かい，Ｅの負傷はＦの発砲によるものであることも判明していたの
であって，抗争の可能性はなくなっていたが，被告Ｂ２はＥが山浩組，河村
組からやられたものと誤解して山浩組組員を狙ったものであって，被告Ｂ２
の行為は当時の山下組組員ですら予見できなかったものである。まして
や，祇園事件の発生すら知らなかった被告Ｂ４が同Ｂ２の行動を予見するこ
となど不可能であった。

　　　　　　原告らは，本件誤殺事件発生の可能性が高いことを根拠付ける事実として１４
連発抗争事件，祇園事件の発生，山口組と会津小鉄との緊張関係の３点
を掲げるが，１４連発抗争事件のうち８件は山浩組と福原組との金銭貸借
を巡る紛争であって五代目山口組と会津小鉄との対立抗争ではなく，残り
の６件に至ってはまったく関係がない。また，祇園事件は，ＧがＩに「おー○
○○か。」と呼ばれたことに対し，ＧがＩとは気付かず，見知らぬ人間から呼
び捨てにされたものと思って「あんたに呼び捨てにされる筋合いはないわ
い。」と言い返し，喧嘩になったものであり，Ｆ，Ｅは，相手のＩやＨ組長が会
津小鉄の組員であることすら知らず，１４連発抗争事件やその他の抗争事
件とは全く関係がなく発生した個人的喧嘩である。また，被告Ｂ４の認識に
つき，原告らは，山口組組長である被告Ｂ４は山口組組員の行動原理を当
然に熟知していたと主張するが，原告らのいう２万人にも及ぶ山口組組員
にあまねく存在する行動原理なるものがあるとは常識的に考えても不合理
であり，ましてや，これら多数の人物が考えていることなど被告Ｂ４は知る
べくもない。しかも，京都にいる被告Ｂ１やＨ組長ですら，祇園事件が大規
模な抗争事件に発展する可能性が極めて高いとは考えていなかったので
あり，被告Ｂ４がささいなトラブルではあるが大規模な抗争事件に発展する
可能性が高いなどと認識しているはずがない。祇園事件は個人的な喧嘩で
あり，原告らが自認するようにささいなトラブルであって，傘下組織なるもの
の構成員が起こしたささいなトラブルについて被告Ｂ４がその全ての報告を
受けるなどということはありえない。

　　　　　　以上のように，被告Ｂ４に本件誤殺事件について予見可能性がない以上，そ
の結果回避可能性もその義務もないことは当然である。

　　(3)　被告Ｂ１の反論



　　　ア　原告らは，被告Ｂ４が被告Ｂ２及び同Ｂ３の使用者であること，また，本件誤殺
行為が被告Ｂ４の事業執行性を有することを前提に，被告Ｂ１につき代理監
督者としての責任を主張するが，上記主張に理由のないことは被告Ｂ４の主
張と同旨である。

　　　　　五代目山口組，藤和会，山下組，山強会は，それぞれ別個独立の組織構成，
決定機関，会計を営んでいる独立の人的集団であるところ，被告Ｂ２は山下
組の組員であって五代目山口組の組員ではないし，被告Ｂ３に至っては山強
会の組員であって山下組の組員ですらない。確かに，被告Ｂ１は藤和会会長
のＣと盃を交わした兄弟の関係にあり，Ｃは被告Ｂ４と親子の関係にあり，五
代目山口組の組員（若中）であった。しかし，被告Ｂ１と五代目山口組との間
には何らの関係も存在しない。これを具体的にいえば，まず，山下組組員（本
件誤射事件当時３０名）の加入，離脱を決定する権限は被告Ｂ１にあった。そ
して，藤和会会長Ｃは五代目山口組の組員であり，被告Ｂ１は藤和会の副会
長であったが，同被告は五代目山口組の定例会にも山下組の定例会にも出
席していなかった。また，被告Ｂ１は，藤和会に毎月１０万円の会費を納入し
ていたが，五代目山口組に対して会費や上納金を支払うことはなかったし，山
下組において同組員から徴収している会費を個人の用に弁ずることもなかっ
た。さらに，五代目山口組と藤和会とでは代紋が異なるが，山下組組員が使
用する代紋は藤和会の代紋であり，五代目山口組の代紋ではないし，また，
本件誤殺事件後，藤和会はＣの決定に基づき解散したが，山下組は被告Ｂ１
の判断に基づき解散しなかった。これは，上部の組が解散した場合，その組
員を組長とする下位の組が解散するか否かは下位の組の組長が決定するの
であり，上位の組の組長には何ら決定権限がないことによる。上記事実によ
れば，五代目山口組と山下組とは，構成員，人事権，意思決定機関，会計と
いう組織の根幹部分において別個独立の団体であり，被告Ｂ１と同Ｂ４との間
には何らの関係も存在しないのであるから，代理監督関係なるものを観念す
ることはできない。

      イ　被告Ｂ１の不作為による共同不法行為についても否認する。
　　　　　原告らは，被告Ｂ１について，同被告は，暴力団山下組の組長として，山下組が

関与する対立抗争等の過程で，第三者に対する誤殺傷事件の発生を防止す
べき作為義務を負担していた旨主張するが，本件誤殺事件は対立抗争に該
当しないのであるから，原告らの主張は前提を欠き理由がない。

　　　　　本件誤殺事件の発生に至る経緯を被告Ｂ１の認識，関わりを中心として整理す
れば以下のとおりである。

　　　　　６月１４日から１５日にかけて発生した１４件の発砲事件のうち，８件は福原組組
長と山浩組組長との間の金銭問題が原因であったが，山下組は当時，この事
件に一切関与せず，しかも，上記問題は，６月１６日，山浩組組長の福原組組
長に対する負債を会津小鉄執行部が支払うことで円満解決した。

　　　　　被告Ｂ１は，山浩組組長と食事の約束をするなど親しい関係にあったところ，８
月２４日深夜，組当番から自宅に電話があり，祇園でＦが山浩組組長に発砲
したこと，これにより山浩組組長とＥが負傷したことについて連絡を受けた。し
かし，詳しい事情が分からなかったので，山浩組の出方を見ることにし，組員
に対して自宅待機を指示した。当時，「山下組がなんぼのもんじゃい。」という
発言があったことは聞かなかったし，祇園が現場であるので酒の上での喧嘩
であり，山浩組組長と親しい関係にあったことから，重大事件が起きるとは思
わなかった。なお，後日，被告Ｂ１が山浩組組長と面談したが，山浩組組長も
祇園事件が抗争に発展するとは考えていなかった。山下組から藤和会に連絡
や報告をする場合，重要事項については被告Ｂ１が直接藤和会会長Ｃに連絡
し，重要でない事項については山下組当番が藤和会当番に連絡することにし
ていたが，祇園事件について被告Ｂ１がＣに報告したことはなかったし，山下
組当番が藤和会当番に連絡したこともなかったものである。その後，Ｆと山下
組当番が相談した結果，組員に対し自宅待機の解除が指示された。なお，山
下組では拳銃を持ち歩くことを禁止していた。８月２５日明け方，組当番から自
宅への電話で，組の誰かが間違って警察官を撃ったということを聞き，誰がし
たのか事実関係を調査するよう指示した。警察官誤殺事件という重大事件で
あったことから，被告Ｂ１はＣに電話で報告し，Ｃと協議して，事実関係を早急
に調査することにした。なお，被告Ｂ１が五代目山口組総本部に連絡したこと
はなかった。８月２５日昼前頃，組当番からの電話で，被告Ｂ２と同Ｂ３が本件



誤殺事件に関与している旨報告を受けたため，被告Ｂ１は，Ｃに電話で報告
し，二人を東興ホテルに呼んでＣが事実確認することになった。被告Ｂ１は，
組当番に連絡して被告Ｂ２及び同Ｂ３に対し，東興ホテルに行くよう指示した。
その後，Ｃが確認したところ，被告Ｂ２及び同Ｂ３が関与していることに間違い
ないことが判明し，被告Ｂ１がＣに対して二人を警察に出頭させるので東興ホ
テルに迎えに行く旨伝えたところ，名神吹田インターでＣ，被告Ｂ２，同Ｂ３と合
流することになった。被告Ｂ１が吹田インターに行くと，被告Ｂ２，同Ｂ３，Ｃの
他に五代目山口組若頭Ｌも来ていた。その後，被告Ｂ１は下鴨警察署に被告
Ｂ２及び同Ｂ３を出頭させた。後日Ｃに聞いたところによると，Ｌは事が重大な
ので警察に同行して謝罪することにしたとのことであった。

　　　　　上記のように，被告Ｂ１は，本件誤殺事件に先行する祇園事件について，酒の
上での喧嘩にすぎないと受け止め，山浩組組長と親しい関係にあったことか
ら重大事件に至るとは思っていなかった。被告Ｂ１は，山浩組の出方を見るた
めに組員に対し自宅待機を指示したが，その後，山下組はこれを解除するに
至った。また，被告Ｂ１は，組員に対し，日頃から拳銃の持ち歩きを禁止して
いた。

　　　　　被告Ｂ１の当時の具体的認識は以上のとおりであり，これによれば，本件誤殺
事件を予見することはおよそ不可能であったというべきであるし，本件誤殺事
件当時は自宅待機を解除し，日頃は拳銃の持ち歩きを禁止していたのである
から，結果回避義務も尽くしていた。

　　　　　したがって，被告Ｂ１に対して本件誤殺事件の発生を防止すべき作為義務違反
を認めることはできず，被告Ｂ１が共同不法行為責任を負うべき理由はないと
いうべきである。

　４　損害論についての当事者の主張要旨
(1)　原告らの主張要旨

　　　　本件誤殺事件による損害は以下のとおりである。
　　　ア　逸失利益　９９７５万４９１５円
　　　　　Ｋ警察官は，本件誤殺事件当時４４歳（昭和２６年３月１５日生まれ）の健康な成

年男子であり，妻子４人をかかえる一家の支柱であった。Ｋ警察官の平成６年
度の給与所得は９４７万１９８９円であり，これを基礎に逸失利益を計算する
と，上記金額となる。

　　　　（計算式）
　　　　　９４７万１９８９円×１５．０４５１（６７歳までの就労可能年数２３年に対応する新

ホフマン係数）×（１－０．３）（生活費控除率３０パーセント）＝９９７５万４９１５
円

　　　　　なお，京都府警察官の定年は満６０歳になって以降の最初の３月３１日である
（職員の定年等に関する条例）。Ｋ警察官の死亡による逸失利益を計算する
場合，就労可能年数は６７歳までの２３年間であるが，京都府警察官の定年
を迎えるまでは１６年間であり（その間昇給することが見込まれる。），その後
の就労可能期間については再就職することが見込まれる。公務員，会社員の
ように定収入及び昇給が期待できる一方，就労可能年齢の６７歳を前に定年
を迎えるような給与所得者の逸失利益の計算方法としては，昇給を考慮しな
いかわりに就労可能年数まで事故時の年収を基礎とする逸失利益を認める
場合もあるし，事故以後の昇給を考慮しつつ，定年以前と以後で基礎年収を
区分する場合もある。上記原告ら主張の計算方法は，定年までの昇給を考慮
しないかわりに就労可能年数までの事故時年収での逸失利益を主張するも
のである。

　　　イ　葬儀費用　４１８万８７０２円
　　　　（内訳）
　　　　　葬儀費用　２１７万９７０２円
　　　　　お布施　　７２万円
　　　　　供花　　　４１万２０００円
　　　　　墓碑　　　８７万７０００円
　　　ウ　慰謝料　８０００万円
　　　　　Ｋ警察官は，警察官として日夜市民社会の安全確保のため精励し，時には暴力

団と対峙して社会に貢献してきた。また，Ｋ警察官は，家庭を愛し妻子のため
に生きてきた。妻子にとって，Ｋ警察官は愛しい夫であり，優しい父親であっ
た。そのＫ警察官が警察官としての職務に従事中に暴力団の凶弾によって倒



れたことは，Ｋ警察官自身無念極まりないことであったろうし，かけがえのない
夫かつ父を失った妻子の悲哀は筆舌に尽くし難い。また，本件は，利己的な
意思により決行された組織的犯罪であって，反社会的な許し難いものである。

　　　　　上記事情，また，本件は一般市民を巻き添えにした悪質極まりない犯行である
ことに鑑み，再犯防止のためにも，さらには，暴力団関係者に対する警鐘の
意味を含め，制裁的意義を加味し，相当慰謝料額として，配偶者である原告Ａ
１に５０００万円，子であるその余の原告らに各１０００万円として総額８０００万
円を請求する。

　　　エ　弁護士費用　２７４０万７９８６円
　　　　　本件訴訟を提起するにあたり，原告らは，原告ら代理人に対して請求金額の約

２０パーセントにあたる２７４０万７９８６円を報酬として支払うことを約束した。
なお，弁護士費用については，交通事故においては，一般的に，その認容額
の１０パーセントを認めているが，本件は交通事故のごとき過失犯ではなく，
あくまで故意に基づくものである。また，本件事案の困難性等を考慮すれば，
その認容額の２０パーセントが認められるべきである。

 オ　過失相殺について
過失相殺が損害の公平な分担を目的とする制度である以上，本件のような

極めて違法性及び非難可能性の高い不法行為を実行した被告Ｂ２らが，過失
相殺の主張をすること自体，許されるものではない。

仮に，過失相殺検討の余地があったとしても，Ｋ警察官には山浩組事務所
から四十数メートルも離れた明るい場所で警察の腕章を着用して警戒にあた
っていたのであり，同警察官を山浩組の関係者と被告Ｂ２らが誤認するような
客観的な状況は何ら存在せず，同警察官には何らの落ち度もない。

カ　損益相殺について
　損益相殺は遺族ごとに行われるところ，退職手当金，遺族共済年金（警察
共済組合），遺族基礎年金（社会保険庁），公務災害遺族補償年金（地方公
務員災害補償基金）の受給権者は，妻である原告Ａ１である。
　また，受給権者である原告Ａ１が受けた各年金の給付に関しては，あくまで
も原告Ａ１の請求額からのみ損益相殺すべきであり，他の遺族（すなわち原告
Ａ２，同Ａ３，同Ａ４ら３名の子）の損害賠償額からは損益相殺できないし，か
つ，損益相殺の範囲は上記年金についてはいずれも逸失利益に限られる。

　　　　　なお，原告らが将来の退職手当金支給見込額を請求していない本件において
は，現に受けた退職手当金につき損益相殺の対象とすべき損害はなく，損益
相殺の対象とはならない。

　　(2)　被告Ｂ２及び同Ｂ３の主張要旨
　　　　本件誤殺事件の約５時間前の８月２４日午後１１時２０分頃，発砲事件が起こり，

また，上記発砲事件の３時間後の同月２５日午前２時半頃にも対立する組の元
組員宅が銃撃されたため，下鴨署は同日午前３時頃に５７人の署員を非常招集
し，抗争が発生する可能性のある場所を警戒させることになり，Ｋ警察官は，上
記発砲事件の最初の発砲で負傷した組長の事務所周辺に配置された。Ｋ警察
官は，上記のような危険な現場の警備にあたったにもかかわらず，私服を着用
し，防弾チョッキを着用せず，赤色灯の設備のない一般車の傍らに立っていた。
被告Ｂ２及び同Ｂ３が，Ｋ警察官を対立する組の関係者であると見誤ったことに
ついて，被害者であるＫ警察官の着衣，装備，行動には明らかに過失があり，そ
の過失割合は４０パーセントに相当する。

　　(3)　被告Ｂ１の主張要旨
ア　損害額

Ｋ警察官の逸失利益算定の際の基礎収入は，定年である６０歳までは本
件誤殺事件前年の給与収入を基礎に，６０歳から６７歳までは賃金センサス
産業計・企業規模計・学歴計の男子労働者平均賃金を基礎に算定すべきで
ある。また，慰謝料は，Ｋ警察官につき２４００万円，原告Ａ１につき３００万
円，その余の原告らにつき各１００万円が相当である。

イ　過失相殺
　　　　　Ｋ警察官は，仕事以外でも度々山浩組事務所に出入りし，本件誤殺事件直前

も，一人で山浩組事務所に出入りして山浩組組員二人と話をしていた。また，
本件誤殺事件当時，同警察官は私服であり腕章もしていなかった。さらに，同
警察官が私有車両の中に赤色灯を積んで現場に行ったことまでは確認され
ているが，一般の私有車両は車両運送法の規定上，緊急自動車としての指



定がない限り屋根の上に赤ランプをつけて回して現場に行くことはあり得ない
ことからすれば，同警察官は，本件誤殺事件当時，赤色灯を点けていない私
有車両の傍らに立っていたと推測される。また，同警察官は，防弾チョッキを
着用することも怠っていた。したがって，同警察官には重大な過失があり，そ
の割合は４０パーセントに相当する。

ウ　損益相殺
　　 　　 退職手当金も損益相殺の対象とするべきである。
第３　当裁判所の判断
  １　証拠（甲Ａ３ないし６，１２ないし２１，２４ないし４９，甲Ｂ１ないし２９，３０の１及び２，

甲Ｂ３１ないし３５，３７ないし４０，４１の１ないし３，甲Ｂ４２ないし６９，７０及び７１の
各１及び２，甲Ｂ７２ないし７４，７５の１及び２，甲Ｂ７６の１ないし７，甲Ｂ７７，７８な
いし８０の各１及び２，甲Ｂ８１，８２，８６ないし９０，９２，甲Ｃ１ないし２５，２７ないし
２９，甲Ｄ１ないし１８，証人Ｍ，同Ｎ，同Ｏ，被告Ｂ１本人）及び弁論の全趣旨によれ
ば，以下の事実が認められ，この認定を覆すに足る証拠はない。

    (1)　暴力団組織について
　　  ア　暴力団組織は，戦前からの博徒，的屋等の伝統やくざと称すべき組織のほか，

戦後における愚連隊等の新興不良集団の流れを汲む組織など結成の歴史は
異なるが，その存在の主要な動機づけは，暴力を組織化することにより形成
される威力を背景に，正当な経済活動の埒外にある力づくの利益，すなわ
ち，縄張りを中心とした賭場開帳，みかじめ徴収，薬物取引，売春等による不
法利益，示談への介入，債権取立，倒産企業への介入等による不当利益を
獲得することにあり（以下，組員の仕事のうち，これら暴力的威力を背景として
なす生計としての資金獲得行為を「シノギ」ということがある。），暴力集約に不
可欠な強固な組織紐帯を維持するため，一般には，組長と組員は盃事といわ
れる秘儀を通じて親子（若中），兄弟（舎弟）という家父長制を模した序列的・
擬制的血縁関係を結び，組員は親分（組長）に対する全人格的・包括的な統
制の下，内部にあっては組の一家，一門意識を持ち，外部にあっては侵害さ
れない至高の組織として排他的な行動傾向を有しており，新規加入者もこの
ような思考様式，行動様式を反復して次第にこれを内在化していく。したがっ
て，通常の家庭を有する個々の組員が，社会的批判を甘受して，個人的な任
侠心や義理人情という古典的，神話的，情緒的な心理的満足感だけでこの世
界に足を踏み入れられるものではなく，その加入動機の多くは，最終的には
暴力団の威力を背景とする前記経済的利益獲得という冷徹な計算の上に形
成され，シノギという経済活動を除けば，組員共通に負わされる本質的な役
割活動のひとつは，組長との間に上記血縁を結ぶことにより一体となった組
織暴力，ひいてはこれを背景とする威力（暴力イメージ）を維持する活動であ
る。そして，社会におけるこのような威力の通有性は，行使する側の暴力の強
弱に裏打ちされるとはいえ，これを受ける側の心理に依存するという構造を持
つから，組織の維持拡大，シノギ活動の維持拡大を図る上では，絶えず直接
的暴力を行使して警察の摘発対象となるよりは，むしろ恐怖の暴力イメージを
維持拡大することがもっとも経済性，合理性に適うゆえんであり，この点から，
暴力団が，その面子をつぶされることは築き上げた威力への大きな減殺要素
として，いかなる犠牲を払っても徹底的に排除さるべきとの独特の論理がまか
り通ることになる。

      イ  また，このような組織は，衰退している場合は，稀に，組長の死亡，引退，上部
組織からの組長の排除を因として解散されることもあるが，多くは，長年維持
されてきた縄張り，組織，活動が一体となって多くの経済的利益を掴取できる
システムとして完成され，これに依拠して生活している多数の組員が存在し，
また，組が解散されたからといって組員が翌日から正業に就けるものでもない
から，縄張りと組織を承継（跡目承継）した新たな組長との間に改めて盃事が
なされ（盃直し），表面上は組織としての衣替えをしても，組員は同一の縄張り
を中心に同様のシノギをなし，それを支える集団的な暴力を背景とする威力
の維持継続を余儀なくされる。

    (2)　山口組と傘下組織について
      ア　法の逸脱を本質的に抱える暴力団の活動様式からすれば，競合する組織に打

ち勝って威力の通有性を高めるのは，基本的には，組織された暴力の強さ，
大きさであり，組織の自己増殖作用は暴力団組織にとって宿命ともいうべき
活動原理であり，新規組員の加入ばかりか既成の弱小組織を併呑することに



より寡占化が進み，全国には広域暴力団といわれる大規模組織暴力団の誕
生をみることになるが，わが国におけるその最大組織が山口組である。

　　　イ　山口組は，Ｐが大正４年に神戸市内で山菱の代紋を掲げて博徒集団山口組を
結成したのを源流とし，二代目Ｑが神戸港における港湾荷役に係る人夫供給
等に手を広げ，戦時の空白期を超えた昭和２１年６月三代目組長にＲが就任
した後は，神戸港における港湾荷役，興行等の利権の支配権を確立して神戸
最大の，さらに，他の組織と大抗争を反復するなどして全国各地に勢力を拡
大してわが国最大の暴力団組織となり，昭和５９年６月四代目組長にＳが就
任した後も，これを不服とする幹部の結成した脱退組織（一和会）との間に互
いの組織を挙げた全国的な抗争を展開し，このような中，暫時の組長の空席
を経て平成元年７月に被告Ｂ４が五代目組長に就任し，三代目時代を凌ぐわ
が国最大の組織暴力団としての勢力を誇示し，その集団的暴力を背景とする
威力は，同様の大規模組織である稲川会，住吉会，極東会，会津小鉄等々と
並び，あるいは，これを凌駕するほどとなっている。

　　　ウ　一般の暴力団組織にとっても，解体されることなく固有の組織を維持しながら山
口組のような強力な組織の下位序列に連なることは，内部の他の組織との摩
擦を回避でき，外に向かっては山口組という威力の大きな組織の殻に庇護さ
れ，さらに，傘下組織の証である山菱の代紋の利用を許されることになり，一
方，山口組にとっても，組織図的には，いわばピラミッド型権力ヒエラルヒーに
似た階層的序列組織を構築することは，その裾野が広いほど，傘下組織の組
長による組員の管理監督を媒介として第１次的管理監督の手間を省き，山口
組組織全体に重みと強さを加えるという利点を有している。

　　　　　このため，戦後，３０名にも及ばぬ組員から活動の再スタートを切った三代目山
口組は，五代目となった現在でも本部の直系組長は百名を少し上回る程度で
あるものの（平成７年末における人数は１１８名），被告Ｂ４と盃を交わした直
系組長は固有の組組織（２次組織）を，２次組織組員は固有の組組織（３次組
織）を持ち，３次組織の組員ではいわば部屋住みのような組員もいるが，中に
は４次組織を持つ者もあり，現在，取締り当局が認知するのは少数ながら５次
組織までである。

　　　　　傘下組織が山口組傘下に下る現実的理由は上記のとおりであるが，同時に，
暴力団組織に参加する組員は擬制的血縁関係に対する価値指向，親和性が
強いため，たとい間接的であっても擬制血縁関係を重ねて順次上部組織に辿
っていけば，１次組織である本部は本家，被告Ｂ４は直属組長の親の親，さら
にその親（いわゆる本家の親分）という連鎖が共通認識となっており，例え
ば，山口組の直系組長ともなれば，擁する組織の大小いかんにかかわらず，
極端には一人親分になったと仮定しても，被告Ｂ４ともっとも近い関係にある
兄弟，子であり，数十人の組員を擁する２次組織組員より上位の権威を付与
され，２次組織組員からの上納金，義理掛け等の集金システムを通じて，傘
下組織組員のような縄張りにおけるシノギをしなくとも，経済的には十分に支
えられる立場にある（ちなみに，直系組長の山口組本部に納める毎月の会費
は，本件誤殺事件当時，舎弟，若頭補佐以上が１０５万円，その余が６５万円
である。）。

　　　　　原告らのいうところの山口組とは被告Ｂ４を頂点とした末端組織まで２万３０００
名（但し，平成７年２月１５日時点）を包括する組織を一団体と捉えての言であ
り，被告Ｂ４，同Ｂ１のいうところの山口組とは被告Ｂ４と直系組長１００名余で
構成される１次組織を指すものである。藤和会はこのような２次組織であり，
山下組は藤和会から枝分かれしている３次組織である。

    (3)　五代目山口組について
      ア  三代目組長は，戦後の混乱期という時代背景下に，戦闘的な暴力装置としての

傘下組織を持ち，神戸市内の享楽街の一地方暴力団に過ぎなかった山口組
を全国的な組織に拡大して今日の礎石を築いた人物とされ，三代目とは銘打
っても事実上の組の創業者として君臨してきたが，その死により組織が自然
解体するはずのないことは前記のとおりであり，膨張した組織維持のために
は擬制血縁関係の頂点に立って統率する組長の存在が不可欠で，四代目，
五代目組長は，先代の死亡により指名を受けないまま，若頭の地位にあった
者が，基本的には他の先輩・後輩・同輩直系組長と改めて盃直しをして組織
を承継した。

　　　イ　五代目山口組の常務は，被告Ｂ４の意を忖度した執行部（舎弟頭，若頭，総本



部長，副本部長，舎弟頭補佐，若頭補佐で構成），さらに，重要事項はこれに
最高顧問，顧問が加わって決定し，直系組長を本部に招集しての総本部定例
会（寄り合い）は毎月５日に開催され，同会においては，本家直系（直系組長）
昇格者，２次組織以下の抗争放免者，他の組織との手打ちの結末，２次組織
以下の紛争が抗争，私事紛争のいずれであるか，地方における名称を改め
た暴力団組織が反山口組の体質を有するか否か，直系組長の引退，除籍等
々を発表し，さらに，日常の決定，指示事項は全国８地区のブロック長（直系
組長）を通じて直系組長の２次組織に連絡し，山口組のこれら方針を傘下の
末端組織まで行き渡るように指示し，時には総本部名で傘下組織にファクシミ
リで指示事項が送信され，少なくとも，山口組本部は，五代目山口組の組織
構成上は直系組長だけを組員と位置付けているが，末端の５次組織の組員
をも含めた全体を山口組の指揮命令に従うべき構成員として扱っており，山
口組は，社会的実態としても本家の下に傘下組織が配された団体としての序
列構造を有する存在である。また，前記のとおり，傘下組織は山口組の代紋
の使用を許され，例えば，直系組長である藤和会会長Ｃは山口組の山菱の代
紋を，３次組織の組長，組員，例えば，被告Ｂ１や山下組組員の場合は，山口
組の山菱の中に所属する２次組織（藤和会）である「藤和」の名称を入れた代
紋を使用し，名刺等には「五代目山口組藤和会副会長山下組組長」というよう
に山口組内の直系組長系列を明確にしている。

　　　ウ　このため，このような社会的実態を有する山口組の組織全体は，兵庫県公安
委員会から，暴対法３条所定の指定暴力団，すなわち，「名目上の目的いか
んを問わず，当該暴力団の暴力団員が当該暴力団の威力を利用して生計の
維持，財産の形成又は事業の遂行のための資金を得ることができるようにす
るため，当該暴力団の威力をその暴力団に利用させ，又は・・容認することを
実質上の目的とするもの」（同条１項），「当該暴力団を代表する者又はその
運営を支配する地位にある者の統制の下に階層的に構成されている団体」
（同条３項）として，「その暴力団員が集団的に又は常習的に暴力的不法行為
等を行うことを助長するおそれの大きい暴力団」に指定されている。

    (4)　山口組，山下組，会津小鉄との関係について
      ア  会津小鉄は，幕末時にＴが京都に組織し，全盛期には子分１万人ともいわれる

京都最大の組織となって覇権を確立したが，二代目の死亡によりいったんは
消滅した。戦後，二代目会津小鉄の系統を引くＵが起こした博徒集団中島会
が京都での覇権を確立し，昭和３５年１０月，Ｖが二代目を承継し，中島会を
中核とした関連の組組織を統合した中島連合会を結成して会長に就任し，昭
和５０年に中島連合会を解散して，名跡を継いだ三代目会津小鉄会に再統合
し，昭和６１年にＷが四代目（一時期名称を四代目会津小鉄と改めた。）を，
平成９年２月にＸが五代目会津小鉄を承継し，主として京滋地区を縄張りとし
て現在に至っている。

      イ  三代目山口組は，積極的に全国に勢力を拡大し，とりわけ，関西では京滋地区
を除き最大の組織となっているが，京都では中島連合会（会津小鉄）が依然
確固とした縄張りを維持していたため，山口組傘下組織が利権を求めて相次
いで京都に進出した昭和３０年代半ばごろからは，国会でも採り上げられるほ
どたびたび抗争を繰り返し，昭和３９年ころ，当時の山口組三代目Ｒ組長，中
島連合会Ｘ会長の頂上会談で，山口組及び傘下組織は京都の旧市街には進
出しない合意が成立し，昭和４７年には双方の幹部が兄弟盃の縁組をするな
ど関係の修復を図った。しかし，山口組の組織が他の関西地区では飽和状態
になって再び矛先を京都に向け始めたため，その後も傘下組織間の抗争は
発生しているが，その都度双方幹部の間で和解（手打ち）が，さらに，平成５
年６月には親戚縁組がなされ，基本的には共存共栄の均衡関係を維持し，会
津小鉄は，傘下組織の組員数を漸次減少させているとはいえ，依然，京滋地
区では山口組（平成４年３月現在で取締当局が山口組２次組織として認知し
ているのは，二代目山崎組，地蔵組のみである。）をしのぐ最大の組織（平成
８年１２月末日時点の組員約１３００名）を有する暴力団である。

      ウ  被告Ｂ１は，昭和４３年ころ，岐阜市内で瀬戸一家内山下組を結成し，その後三
代目山口組直系組長Ｙから親子の盃を受けて藤原会内山下組を組織し，昭
和５２年ころ藤原会若頭となり，昭和５５年ころ京都市山科区内のマンションの
１室に事務所を構えていたが，昭和５３年７月に松田組系大日本正義団組員
による山口組三代目Ｒ組長に対する襲撃に端を発したいわゆる大阪戦争とい



われる抗争で，昭和５８年１月２０日から１２年の懲役刑に服し，平成７年１月
３０日に満期出所した。この間の山下組は，長期の組長不在の影響で活動も
沈滞気味であったが，被告Ｂ１は，服役中に組長Ｙの死亡により藤原会の組
織を承継した藤和会の副会長となり，出所を機に山下組の下部組織である宮
田興業の組員全員を直参に格上げするなど組織強化をし，１２年振りの組長
出所に組員全体が捲土重来を期して意気込む状態にあった。

　　　　　山下組の構成は，副長Ｚ及びａ，組長代行Ｅ，舎弟頭ｂ，若頭ｃ，本部長Ｄ（山強
会会長，以下「Ｄ」という。），舎弟Ｆ，若中被告Ｂ２など総勢三，四十名であっ
た。被告Ｂ３は，Ｄの配下であったが，山下組員として活動している者で，平成
６年１２月頃，被告Ｂ２と同Ｂ３は，山下組定例会で初めて顔を合わせ，その
後，藤和会の事務所当番で顔を合わせるなどして顔見知りになった。

    (5)　暴力団抗争について
      ア  暴力団員のシノギ，それを支える縄張りと組の威力の維持活動，さらには，より

多くの利権を求めてのこれらの拡大行為は，当然のことであって，縄張りが競
合し，あるいは資金源を求めて新たに縄張り内に他の組織が参入するなど秩
序を脅かす要因により緊張・軋轢が生まれるが，事柄の性質上，その活動に
業界法の規制や保護の及ぶものではないから，縄張りにおける専権的優位
性の確保は，組織同士の裸の力関係，すなわち，人的，物的暴力装置の強
さ，それを背景とする威力の大きさに規定される側面が大きく，暴力団にとっ
て，これを不断に維持することは後退の許されない存立目的維持のための不
可避的活動とならざるを得ない。そして，そのような軋轢が高じたり，組員が組
活動の延長線上で，理由の如何を問わず対立組織から生命身体に攻撃を受
けるなど組の威力を脅かす事態が発生した場合，さらには，当初些細な個人
間の紛争であって縄張り争いに直接の関係が無くとも，それが飛び火して組
の威信（面子）を掛けた争いになった場合には，負け犬になっては暴力団社会
から軽んじられ，場合により組織を維持することも困難となるため，組の死命
を賭した対立に発展することが多く，問題の最終解決のために互いが組織的
対応として一連の暴力を駆使して相手方の組織と凶器を使用した違法な戦闘
闘争を行うのがいわゆる暴力団抗争である。

　　　　　そして，組織上は下位に位置付けられる２次組織（当然にそれに連なる下位組
織を含む）同士の固有の抗争であっても，それは一面では１次組織の代紋を
背負った抗争であり，これが上位組織に波及してその介入を招く場合は，傘
下の組織横断的な抗争参加をみて大規模抗争に至る場合があるが，抗争は
幹部組員の検挙，場合により警察の手入れを受けて組織の潰滅を招き，さら
には，逮捕勾留された組員の保釈金，弁護費用，差入れ，見舞金，家族の生
活費等多大の資金を要して組織の経済的弱体化を招来するのみならず，警
察の取締の強化，マスコミによる厳しい指弾，市民の暴力団排除運動等の高
まりもあって，上記のような犠牲や社会的非難を補って余りある場合や，組織
の面子を掛けても対立組織を組み伏せなければならない場合等を除いては
余りにも代償が大きいものであり，大規模組織による寡占化，系列序列化の
強化された現在では，下位組織間の抗争段階で上位組織が介入して手打ち
（和解）をし，あるいは，互いが面子を維持できる均衡の条件が整った場合等
も早期に手打ちをして終息を図り，抗争には絶えず自重的・謙抑的留め金が
働かざるを得ない社会情勢にあり，全国の大規模組織を率いる指定暴力団
の間にも幹部同士が義兄弟の盃を交わすなど，表面的には友誼関係を結ん
で，傘下組織同士の抗争が発生しても，できるだけ親（指定暴力団）同士の抗
争には拡大しないというのが共通認識となっている。

      イ　しかし，指定暴力団系列の異なる傘下組織同士，さらには同一系列の傘下組織
同士であっても，地元では縄張りを食い合うし烈な競争があることから，組織
間の紛争がなくなるわけではなく，これがいったん抗争に発展した場合，組員
は組織内の序列に関わりなく戦闘的に抗争に参加することを強要されて敵前
逃亡的行為は許されないのが建前であり，その代わり個々の組員が示す犠
牲的献身（組長や幹部に検挙等の累が及ぶことを回避し，具体的な指示を受
けなくとも，組長の意思，方針を忖度して，いわば鉄砲玉となって抗争の最先
端に身を委ねる。）が組への貢献と評価されて，組織内序列を登る糸口となっ
ており，ときには，これを千載一遇の機会として，功を焦って一匹狼的に暴発
的行動をとる者もある。

　　　　　山口組でも，三代目以降，例えば，三代目組長が他組織組員から狙撃された事



件や，組織を割った対一和会組抗争では，組織の総力を挙げての大規模抗
争を敢行し全国に勢力を拡張した歴史は前記のとおりであるが，直系組長と
いってもせいぜい１００名前後にすぎず，実際には直系組長の判断において
その傘下組織が戦闘部隊となって組織横断的に抗争を敢行してきた。しか
し，抗争に参加することの負の計算関係も前記のとおりであり，直系組長とそ
の傘下組織は他から強要でもされない限り，組織として動くか否かは直系組
長が将来を見据えた計算で自らが判断し，先の脱退組織一和会との大抗争
でも参加した直系傘下組織と参加しなかった組織とが截然と区別された。山
口組では「慶弔審議委員会決議事項」により，他組織との抗争に参加し服役
した者を，本抗争服役者（山口組組織総力を挙げての抗争による服役者），準
抗争服役者（下部組織だけの抗争で５年以上の服役者），認定外抗争服役者
（他の傘下組織の抗争に参加した服役者）に区分けして，本抗争時に目覚ま
しい活躍をして服役するという犠牲的献身を示した傘下組織組員について
は，刑の確定時に系列上の直系組長から山口組本部に対し，抗争の日時，
場所，相手方，抗争内容（射殺等），直属団体名，組員（放免者）氏名，罪名，
服役刑務所，刑期，出所日を記載した「本抗争放免祝請願書」を提出させ，こ
れを承認した場合は，時には被告Ｂ４も出席して，本部で金メダルや少なから
ぬ功労金等を交付するなどの放免祝等を実施し，準抗争功労者の放免祝い
は，本部慶弔審議委員会に届け出ることにより各ブロック毎にブロック内直系
組長を出席させて実施し（なお，認定外抗争の服役者は準抗争功労者扱いと
する。），それ以外の放免祝いは傘下組織内においてその判断で行うという指
針を示し，本抗争参加者の中でも顕著な功績のあった事例では，極道歴を考
慮して直系組長に昇格させることがあり，これが当該組員や上位直系組長の
大きな栄誉というばかりでなく，山口組内での幹部，役職登用等の序列階段
を上がる途が開かれる可能性もあり，さらにこれを背景とした大きな威力を獲
得して組内部での勢力地図を塗り替えることもある。したがって，直系組長な
いし傘下組織組員は，抗争に参加して長期服役した場合は，上記のような栄
誉，組織内での地位上昇の処遇期待を持つことになる。

      ウ  抗争形態も，戦後，警察力や情報力も十分でなかった時期には，白昼堂々と凶
器を携帯して大挙して相手方事務所に殴り込むなども可能ではあったが，警
察が抗争の発生ないし予兆情報を獲得した段階から組事務所ほか関係先を
張り付け警備する方式が定着した現在では，このような旧時代的抗争型は圧
倒的な警察力の前に容易に防圧，検挙され，現在では，必殺を狙う隠密裡に
組織された小人数が，綿密な調査・計画の上に確実に対立組織の幹部を狙
い，自らの逃走までを実行するという形態が多くを占め（その，効果的防禦方
法は，建物内に留まって一切外出しないこととされている。），前記のとおり，
その周縁には所属組織への忠誠心と功名心等が混ぜ合わさって，抗争と思
ったら指示を受けなくとも走るという命懸けの一匹狼的組員が跋扈することに
なる。

    (6)　本件誤殺事件に至る経過
      ア　会津小鉄内山浩組組長の山口組宅見組内福原組組長に対する借金問題に端

を発し，６月１４日から同月１５日，京都市及び大津市において（結果としては
いわゆるガラス割りに終わり受傷者はなかった。），会津小鉄関係の，①２次
組織山浩組事務所（宅見組内の３次組織組員を検挙），②山浩組組長の自宅
（宅見組内の３次組織組員を検挙），③会津小鉄の本家事務所である会津会
館，④３次組織畑組事務所，⑤２次組織園村組事務所，⑥２次組織岩田組事
務所（山口組倉本組の３次組織組員を検挙），⑦２次組織登志会事務所が銃
撃される一方，山口組関係では，①宅見組内福原組事務所，②宅見組組員
の自宅，③山田組内３次組織の組事務所，④山田組関係者の経営するスナ
ック（会津小鉄傘下組織組員を検挙），⑤山田組内３次組織の事務所，⑥山
田組内３次組織の関連会社，そして，双方の組織と関係のない元崇仁協議会
役員方のドア，看板等に拳銃が発砲されるという事件が発生し（以下，便宜
「１４連発抗争」ということがある。），京都府警では山口組傘下組織と会津小
鉄傘下組織の抗争に発展するのを警戒して，下鴨署に「連続銃器発砲事件
対策本部」を設置して厳重な警備体制を敷いていた。

　　　　　上記の件については，同月１７日，会津小鉄側が会長のＷ，若頭Ｘ（中島会会
長）ら，山口組側が若頭Ｌ（当事者である福原組の上部団体である宅見組組
長），ｄ若頭補佐（山健組組長），ｅ若頭補佐（倉本組組長）が，借金問題の当



事者である山浩組組長と福原組組長が話し合いにより問題を解決するように
努めるということで五分の和解が成立した。

　　　イ　祇園事件の発生
　　　　(ア)　しかし，その後も，京都駅前開発に利権を求めて京都に進出し，山口組組

織，会津小鉄組織のいずれにも属さない崇仁協議会との軋轢等から，７月
１１日の山口組３次組織組長宅に対する発砲事件，同月２４日の山口組直
系組長中野会会長宅への発砲事件，同月２７日の崇仁協議会議長宅での
発砲事件（協議会会員が受傷），８月２日の崇仁協議会議長の交友者の射
殺事件，同月１９日の会津小鉄３次組織組長に対する発砲事件が発生し，
京都府警は，発砲事件の再発を警戒して，崇仁協議会議長宅のほか，下
鴨署管内では会津小鉄傘下山浩組，中島元成会，山岡総業，刃心会，明
大会，さらに，山口組直系組長の２次組織二代目山崎組，前記福原組に対
する流動・固定警戒を実施していた。

　　　　　  会津小鉄直系組長（小頭）山浩組組長Ｈが，会津小鉄の縄張りとされる祇園に
おいて，山下組組員Ｆの拳銃発砲により受傷するという祇園事件が発生し
たのは，京都府警がこのような厳重警戒態勢を敷いている最中であった。

　　　　　  会津小鉄直系組長のＨ組長，同じくＩ組長，Ｊ組長の３名は，８月２４日午後９時
頃から祇園のクラブでそれぞれが水割り数杯を飲んで遊興の帰途，同日午
後１１時１９分ころ，折から食事のために祇園にやってきたＧ（山口組の地
元直参組である二代目山崎組の元本部長であったが堅気となり，Ｈ組長と
は古くからの顔見知りであった。）及び面識のない同伴者２名（山下組組長
代行Ｅ，舎弟Ｆ）とばったり出会い，ＧからＨ組長に「おはようございます。」と
挨拶し，Ｈ組長がＧに「おはようさん。いつ帰って（出所）きたんや。元気にし
てはりまっか。」と出所をねぎらったが，何を思ったか，傍らにいたＩ（山崎組
先代組長時代からＧの顔だけは見知っていた。）が，Ｇに対し，「○○○，元
気にしてんのか。」「○○○やから○○○やないかい，不服かい。」と見下
すような言動をしたため雰囲気が一挙に険悪化し，横からＧに加勢したＥの
Ｉに対する「不服やから不服いうとんやないかい。あんたらどこのもん（組）
や。」，これに対するＩの「お前らこそどこのもんじゃい」，さらにＥの「山下の
者や。」というやり取りがこれに拍車を掛け，Ｉ，Ｊがこもごも喧嘩腰で「山下
がどないしたんや。」「山下が何ぼのもんじゃ。」などと山下組の面子を壊す
ような態度に出たため，当初，双方のやり取りを遠巻きに見ていたＦが激昂
し，「山下組がなんぼのもんじゃと。上等やないかい。」といいざま，至近距
離からＨ組長に拳銃を発射して左腕に命中させ，これに続いてＩを狙った弾
は，あわてて手を広げて「やめとけ。」等と制止に入ったＥやＧのうち，Ｅの
右腕を射抜いて負傷させた。Ｆを除く５名は，警察が警戒をゆるめていない
京都の，それも随一の繁華街における拳銃発砲という意想外の展開に驚
いたが，Ｈ組長がＧに対し「○○○ちゃん，俺の手に入っとんねん。このま
ま散ろな。」と提案したため，Ｈ組長ら３名は北方面に，Ｇに「散ろ，散ろ。」と
促されたＥ，Ｆは南に逃走した。逃走途中のＦは，山下組事務所に対する会
津小鉄組織からの報復を恐れて，組当番に「祇園でＥ代行と居て揉めた。
相手は会津小鉄や。連絡を入れてくれ。」と要点だけを連絡をした（捜査当
局は，発砲後間もなく事件の発生を認知していた。）。

　　　　(イ)  Ｅら３名は，タクシーを山下組事務所付近で降車し，Ｅが電話で山下組事務
所に「会津のＨ，Ｉ，Ｊと揉めた。わしも手に怪我をしたが大丈夫や。」との連
絡をし（身内のＦの発砲により受傷した事実までは告げていない。），３名が
そこで別行動をとることになった。Ｇは，３人の中でＨ組長に唯一名前を知
られていることから，タクシーで兵庫県伊丹市内の友人宅に身を隠し，Ｅ
は，発砲者Ｆにホテルに指示して身を隠させ，自身も知人のマンションに身
を隠した。

　　　　　　山下組当番であるｆは，Ｆから祇園事件の連絡を受けた直後，事務所に居合わ
せたｇとともに被告Ｂ１に電話連絡し，事態の推移をみるために自宅待機を
指示され，山下組組員や山下組本部長のＤ，宮田興業事務所と連絡を取
り，「祇園でＥ代行とＦが揉めた。相手は会津小鉄のＨ組長とＩ組長だ。」と自
宅待機の連絡を入れたが，間もなく，連絡を受けて事務所に来所した本部
長のＤと３名で鍵を掛けて事務所への人の出入りを止めて事態の様子を見
守った。

　　　　　  一方，山浩組事務所でも，組長代行，本部長ほか１名が，祇園事件勃発直



後，会津小鉄本部事務所等から「Ｈ組長が撃たれて府立（医大）病院で治
療中」との一報を受け，組長代行，本部長が急遽病院に駆け付け，残った
組員が他の組員に事務所への招集をかけた。組長代行らは，治療に付き
添っていたＩ，Ｊから，Ｇの同伴者（氏名不詳）から撃たれたとの説明を受け
たが，すでに病院には多くの警察官が駆けつけており，Ｈ組長が「大丈夫，
大げさにするな」との意向であったため（なお，Ｈ組長と被告Ｂ１は，指定暴
力団としては別の組織に属するが，以前から知り合いであった。），同組長
から「組員を引き揚げさせること」の承諾を得，そのころ駆けつけた若頭にも
「親分は命に別状はない。みんなを事務所に引き揚げさせて，自宅で待機
させたらどうや。」と告げて事務所に帰った。すでにこのころの山浩組事務
所には，祇園事件発生の報を受けて警察官が警戒警備して，その出入り
はボディチェックを受けるような状況であった。

　　　ウ　本件誤殺事件
　　　　　被告Ｂ２は大阪府東大阪市に妻子と居住し，山下組２次組織であった宮田興業

の組員として大阪方面を活動の本拠とする者で，前記のとおり，被告Ｂ１の出
所後に山下組の組織強化のために同組直参に昇格したばかりであったが，８
月１７日頃から女性を伴って各所のホテルを泊まり歩くなど遊興し，祇園事件
の勃発した８月２４日夜は京都市内のホテルに投宿中であった。被告Ｂ２は，
同月２５日午前０時ころ，ポケットベルへの連絡から宮田興業事務所に電話を
入れ，組員のｈから「京都祇園で会津小鉄の者と山下組のＥ代行，Ｆが揉めて
Ｅ代行が怪我をした。お前今どこにいるんや。みんな待機がかかっているし，
連絡を取れるようにしておけ。」「会津小鉄の若い衆から組長のタマ（命）を取
ってやるとの電話があった。」と教えられたが，ｈもそれ以上の詳細は知らず，
とにかく，自分がかつて親分と仰いだＥ代行が会津小鉄の者から怪我をさせ
られ（その後，警察への発覚を恐れるＥから，直接電話で警察に通報する可
能性のない医者の紹介を依頼されている。），そればかりか会津小鉄の者が
被告Ｂ１の命を狙う限りは報復行動が必至で，しかも，自己は女と遊び回りな
がら，しばらく山下組事務所に顔出しをしていない不義理も重ねていることか
ら，会津小鉄の組員を射殺するという先制攻撃的行動を起こして組への貢献
を示そうと決断し，同日午前１時ころ，Ｄの配下として山下組事務所に詰めて
いた被告Ｂ３を呼びだし，相手方がＨ組長，Ｉ組長であることを確認し，被告Ｂ３
の運転してきた山下組若頭登録名義の車に同乗して河村組事務所，山浩組
事務所への案内を指示し，被告Ｂ３の「これから見に行くんですか。」との問い
に対して，「いらんこと言うな。とりあえず言われたとおり走っていけ。今日はど
うなるか分からんぞ。」と腹をくくらせ，同日午前４時１３分ころ遂に本件誤殺事
件を敢行した。
　なお，これに先立ち，連絡を受けて山浩組事務所に駆けつけた同組員ｉは，
他の組員と警察官の会話内容などから，Ｈ組長がＧの連れの者（氏名不詳）
から拳銃で撃たれたことを知り，Ｇを脅して発砲者を特定して報復するつもり
で単独行動をとり，Ｇ方前に出向いたが夜中でもあり，すでに電気が消えて人
の気配もなかったことから，午前２時３０分頃，Ｇ宅の玄関ドアに拳銃７発を発
砲して逃走した。

　　　エ　被告Ｂ１の行動等
  被告Ｂ１は，藤和会から，いわゆる１４連発抗争事件の大部分は会津小鉄
の２次組織である山浩組と山口組３次組織福原組の揉め事と聞かされ，同事
件には関係していないが，祇園事件発生直後，組事務所の当番から「祇園で
ＦがＨ組長に発砲し，同組長とＥが怪我をした」という程度の事件のあらましの
連絡を受け，事務所に当番者だけ置いて様子を見るよう組員の自宅待機を指
示しただけで自宅に籠もり，翌朝になって，警察官射殺という衝撃的な本件誤
殺事件の発生を知り，経過からして山下組員の敢行した事件である可能性が
強いため，これを上部団体藤和会のＣ会長に連絡し，その後，被告Ｂ２，同Ｂ
３の犯行であることをＣ会長に連絡した。
  早朝から警察官射殺という本件誤殺事件が報道される中，同日午後，山口
組本部で緊急幹部会が開催され，その指示でＣと被告Ｂ１が祇園事件，本件
誤殺事件にかかわった組員３名を警察に出頭させることになり，同日午後９時
ころ，山口組Ｌ若頭，藤和会Ｃ会長に付き添われた被告Ｂ２ら３名が京都府警
下鴨署の捜査本部に出頭し，Ｌ若頭は，「この度は京都府警に大変ご迷惑を
おかけしました。誤ってやったこととはいえ，御上を殺め，尊い命を奪ったこと



について，当代に代わり心からお詫びします。申し訳有りませんでした。」と恭
順の意を表した。

そして，８月２６日，京都市内のホテルにおいて，祇園事件から本件誤殺事
件を含め，山口組と会津小鉄との間で手打ち（和解）を行った。山口組の出席
者は，ｄ，ｅ，ｊの各若頭補佐３名，会津小鉄側はＸ若頭，Ｍ本部長であり，藤和
会会長の破門などを条件に和解し，藤和会会長のＣは山口組を破門されて藤
和会を解散し，また，元山崎組副組長Ｇに対する監督不行届という理由で，２
代目山崎組組長ｋを謹慎処分とした。

　２  上記事実関係によれば，被告Ｂ２，同Ｂ３が，民法７０９条，７１９条により，本件誤
殺事件により生じた損害を賠償すべき責任があることは明らかであるから，まず，
被告Ｂ１の共同不法行為責任について検討する。

    (1)　思うに，暴力団抗争は，擬制的血縁関係による組長に対する絶対的服従関係に
支配され，組の威力・面子を維持するいう暴力団特有の組織・行動原理に支配
された団体的行動で，その唯一の目的は他人の生命，身体，財産に対する攻撃
という違法行為を敢行することにあるから，およそ抗争なるものは，原因・理由，
経過のいかんを問わず絶対に排除されるべきことはもとより当然であり，組員を
統制支配すべき組長は，組としての抗争時には，条理により組員による他人の
生命，身体，財産に対する侵害という結果を防止すべき措置をとる注意義務，す
なわち，結果回避義務があり，これを怠って被害が発生した場合は，不作為によ
る不法行為を構成する場合があるというのが相当である。けだし，平時における
個々の組員の活動，ことに生活の糧を得るシノギ行為は，暴力団の威力を利用
した不当な行為として暴対法による中止命令の対象となるようなことはあっても，
個々の組員が日常的に他人の生命，身体，財産を侵害する犯罪行為を行なっ
ているわけではなく，組長の組員に対する支配統制も潜在的・抽象的な統制関
係として機能しているにすぎないのに対し，抗争時は平時と異なり，組員により
構成される全組織の活動が組を維持するための上記の如き違法行為を行うこと
に収斂され，同時に，組員が改めて組長の顕在的，具体的な統制支配に厳格に
服さざるを得ないことは見やすい道理であり，抗争による損害発生の危険は当
該組長の行為支配の範囲内に入り，かつ，組織内にあっては組長のみがこれを
回避できる地位にあるからである。その意味で，これを権限と称することの当否
は別として，組長が抗争の開始，終結等の事実上の決断ができることを考えれ
ば，組長が原告らのいうところの抗争管理権なるものを有することは原告ら主張
のとおりである。
　しかのみならず，暴力団抗争への発展過程は，相手方の組織の対応，警察に
よる規制等の諸条件により流動的であるから，抗争原因の発生時から組織全部
に伝播して本格的抗争行為に至るまでは相当の情報が錯綜混乱するはずで，
組事務所や組長の周囲で正確な情報に接することができない組員が，既往の
外形的事実だけに依拠して抗争の存在を誤解すべき状況が生じたり，抗争が終
息に向かっていることなどを知らないまま，抗争の存在を前提として相手方組員
に対する襲撃を敢行，継続する事態の起こり得ることは容易に予見が可能であ
るから，組長としては，抗争を開始せず，あるいは終息を図ったとしても，なお，
組員が抗争の開始，継続を誤信するおそれのある状況が存在する場合にも，改
めて攻撃，報復行為を絶対に禁止する旨を徹底すべき注意義務があるといわね
ばならない。

    (2)　これを本件についてみるに，１４連発抗争，これに引き続く崇仁協議会関係者の
射殺事件等と山下組は直接の関連はなく，現に，山下組組員が食事のために会
津小鉄の縄張りである祇園に外出するなど抗争の存在を前提とする緊張関係
はなく，前記祇園事件の発端をみても，祇園事件と１４連発抗争事件等を直結し
て，一連の抗争の一環であるとの見方を採用することはできない。しかし，祇園
事件は，経過はともあれ，会津小鉄の縄張り内で，その幹部の直系組長が一
家，一門を異にする他の組織組員に拳銃で狙撃されて負傷するという山浩組組
員を震撼させる出来事で，同時に，それは組の権威に対する最大の挑戦，屈辱
であったことは紛れもない事実で，もし，本件誤殺事件を契機とした山口組本部
の主導する和解，あるいは山下組が謝罪を入れるなどして和解ができなかった
場合は，山浩組がこれを座視することは容易に考えられず，早晩親の敵を討つ
ための報復行動が必至として抗争に発展した可能性の高い状況にあったという
べきである。祇園事件は，折から１４連発抗争や崇仁協議会関係者の射殺事件
等で，京都府警の山浩組その他の組事務所に対する流動，固定警戒という厳戒



態勢が敷かれている最中に発生し，祇園事件の発生と被害者は早期に捜査当
局に認知されたため，Ｈ組長の治療先，山浩組事務所には早々に警察官が出
動して張り付け警戒をするなどしていたことから，同組としても直ちに動きのとれ
ない状況にあり，一方，山下組は一方的に第一撃を加えた加害者側で，その後
の報復行動等による会津小鉄ないし山浩組の動きを確認すべき立場にあり，組
員３名が事務所の鍵を掛けて出入りを制限し，事務所には抗争時の戦闘隊長と
もなるべき若頭，また，他の組幹部も詰めていないのであるから，いまだ組同士
の抗争段階には至っていなかったものと推測することができる。

        それにもかかわらず，被告Ｂ２の主導により敢行された本件誤殺事件は，同被告
においてＥの受傷が会津小鉄の者による発砲（Ｅの受傷が拳銃によるものであ
ることは，Ｅから医師の紹介を依頼されている事実から容易に推認できる。）との
誤解も一因となっているが，基本的には，前記暴力団組員の行動様式，なかん
ずく，いったん抗争が起これば闘争心をかき立てられ，抗争と思えば，組長，幹
部の指示を待つまでもなく，いわば鉄砲玉となって最前線に身を投じるという団
体的原理に支配された行動で，山下組の組長である被告Ｂ１（当然，ＥないしＦと
の間に電話での祇園事件の詳細の連絡があり，経過は経過で承知していたは
ずである。）は，山浩組と山下組の前記緊張関係からして，このような事態の発
生する可能性は当然予見できたにもかかわらず，組員に対し他人に対する殺傷
行為を厳禁しないばかりか，待機指示も徹底しないまま自宅に籠もって放置した
のであるから，被告Ｂ１の不作為は民法７０９条の要件を満たし，かつ同不作為
と被告Ｂ２，同Ｂ３の行為には関連共同性が認められ，被告Ｂ２，同Ｂ３と共同不
法行為責任を負担するというのが相当である。被告Ｂ１が，待機指示を徹底しな
かったことは，祇園事件直後に山下組事務所に駆けつけて事務所の雰囲気を
知っていた当の被告Ｂ３が，本件誤殺事件に参加していることからも明らかとい
わねばならない（付言するに，被告Ｂ１は，祇園事件後，本件誤殺事件の発生前
後までの自己の行動の詳細を供述していないが，自宅に籠もり続けたとの供述
一つをとってみても，それが前記襲撃班からの最も効果的な防護方法であって，
警護役の組長付きも周囲にいなかったとは限らず，また，祇園事件の場合もそう
であったように，山浩組員とおぼしきものに発砲した被告Ｂ２が，さらなる返報を
おそれて本件誤殺事件直後に山下組事務所に連絡しないはずはなく，後刻，山
口組と会津小鉄の間に和解が成立し，また，被告Ｂ２らが警察に出頭するまでに
多少時間的余裕があったことを考慮すれば，本件証拠として提出された山下組
関係者，山浩組関係者の捜査官に対する供述調書は，行間を読むべく証拠評
価をなすべきは当然であり，一般論としては，山浩組が組長を負傷させられたに
もかかわらず組員に自宅待機を指示するなどの悠長な動きをしていることの不
自然さを指摘するなどして，被告Ｂ１が同Ｂ２らの行為を黙認していたと推認する
ことは不可能ではない。しかし，本件では，全証拠を検討しても前記認定事実を
超えた事実を具体的に認定する資料は発見できないというほかない。）。

  ３　続いて，被告Ｂ４の責任について検討する。
    (1)  使用者責任
      ア　五代目山口組が兵庫県公安委員会から暴対法３条の指定暴力団（数次の傘下

組織をも加えた階層的構成の存在を前提とするもの）に指定されていることは
前記認定のとおりであって，傘下組織組員は直属する組の組員であると同時
に暴対法上は上位にある指定暴力団山口組組員としての地位を併有する
が，このような暴対法による指定暴力団の指定という行政処分は，取締規定
である暴対法９条所定の暴力的要求行為の規制等，また，同法１５条所定の
対立抗争時の事務所の使用制限その他の規制（措置命令）を発動するため
の前提要件の確認であり，組長である被告Ｂ４が傘下組織組員の不法行為
について民法７１５条の責任を負担すべきかは，別途，同条の予定する要件
を具備するか否かの検討を要し，山口組に対する指定暴力団の指定事実は
そのような要件の有無を判断する際の一要素にとどまるものといわねばなら
ない。

      イ  そこで，被告Ｂ４の民法７１５条所定のいわゆる事業について検討するに，山口
組組織にあっては，３次組織組員が組員として３次組織組長に，３次組織組
長が２次組織組員として２次組織組長に，２次組織組長が本部（１次組織）組
員（直系組長）として本部（被告Ｂ４）に，それぞれ定期的な会費（上納金），義
理掛等で財貨を供出し，反対に，直系組長以下，傘下組織組員が山口組の
代紋（前記のとおり，直系組長以外の傘下組織組員は，山口組の代紋に２次



組織の名前の入った代紋を使用しているが，これとても山口組内の直系組長
別の系列を明示するだけで，山口組の代紋に相異はない。）の使用を許さ
れ，山口組組織全体の庇護の下に日常的な組活動を行っていること，山口組
１次組織（本部）の構成員である直系組長は，いわゆる極道世界で功成り名
を遂げた人物で，傘下組織組員のように縄張りで地べたを這うような苦労をし
て現業に従事する必要がないこと（自らの考えにより固有のシノギをするか否
かは別論である。）を考えれば，初代からの組の歴史的由来は別として，少な
くとも，１次組織としての五代目山口組は，固有の縄張りを持って固有の現業
を行う組織ではなく，外に向かっては，傘下組織の活動に他の暴力団組織が
容易く対抗できないように，また，一般市民の間でのシノギが容易になるよう
に，ほぼ全国的に完成，定着したわが国最大の暴力団としての山口組の威力
（暴力イメージ）を維持，拡大し，内にあっては直系組長を通じて傘下組織の
管理・統合，傘下組織間の利害の調整，さらには他組織との渉外等を行うと
いう組織的，機能的性格を有するものと推測することができる。そして，三代
目が狙撃された事件，組織を割った一和会のように，直接１次組織の権威を
失墜する行為に対抗した組織的抗争事件，さらに，傘下組織の抗争であって
も幹部が襲撃されたり，新たな地域への縄張りの伸張等を意図して，これを１
次組織の抗争として取り上げることにより，当該抗争原因に無関係である他
の傘下組織が組織横断的に参加するなどの支援抗争の存在は，上記のよう
な山口組の存立目的の中で理解すべきもので，そのような抗争行為が被告Ｂ
４の山口組の威力維持，拡大の事業を構成する場合は十分にあり得ると考え
られる。
  しかし，いうところの傘下組織も１次組織である五代目山口組組織（本部）と
は別個の組織として存在することも社会的事実で，通常，直属組長及び組員
同士の関係は，地元の縄張りを中心に，互いが顔も知り合い，日常的にすべ
ての組員と接触交渉があり，共同行動をとるというように，構成メンバーが互
いに直接的に交渉し合っている人的関係があり，かつ，盃事を通じた強い人
的紐帯関係に結ばれた固有の集団を構成し，これら傘下組織の山口組組織
への包摂の仕方をみても，法人や権利能力なき社団のように法令，定款，就
業規則等により一定の目的の下に有機的に結合された権限分配という職位
の体系が構築されているわけではないから（その意味では，職位による序列
関係ではなく，固有の組織同士が力関係により序列化された仲間集団という
に近い。），傘下組織暴力団として固有の抗争というものがあるはずで，階層
的に構成された下位傘下組織の抗争との一事をもって，被告Ｂ４の事業に該
当するとは必ずしもいいきれないと考えられる。

      ウ　すなわち，一口に抗争といっても，傘下組織に原因する当該組織固有の抗争も
あるし，上部組織，さらには最上位にある指定暴力団に原因し，指定暴力団
の抗争として，傘下組織がその兵卒として担う抗争もあるというように，性質
の異なる抗争が現存するのであって，そうである限りこれらを峻別して論ずる
ことが必要である。そして，下部組織組員の抗争行為が指定暴力団組長の事
業ないし事業密接関連行為と評価される可能性を見いだすことができるのは
後者の場合であり，前者の場合は，指定暴力団組長が直接傘下組織組員を
指揮したなどの特段の事情のない限り，指定暴力団組長の事業ないし事業
密接関連行為とはなし難いというべきである。けだし，山口組の組織におい
て，緊急時に被告Ｂ４あるいはその意を忖度した幹部会が，直属組長の傘下
組織組員に対する指揮監督系列を飛び越して直接指揮監督できるのかは本
件証拠上明らかではないが，少なくとも，被告Ｂ４の傘下組織の指揮監督の
可能性は，後者の場合にしか考え難いからである。これは，後日，上部組織
が間に入って手打ち（和解）したからといって，覆されるものではない。そして，
山下組が１４連発抗争に関係したと認定すべき証拠はなく，祇園事件は，山
下組の代紋を侮辱された同組員が，侮辱した相手方グループの一人に発砲
したという山下組固有の原因による紛争で，前記事情で互いが相手の様子を
見合っていて，祇園事件の発生の前日午後１１時１９分から本件誤殺事件発
生の当日午前４時１３分の約５時間の間に，これが飛び火して山口組本部の
抗争に発展した事実もない本件で，かつ，当時の京都における山口組と会津
小鉄の各１次組織の関係を考慮すれば，本件誤殺行為が被告Ｂ４の事業密
接関連行為と断ずることは困難というほかない。もっとも，抗争は，傘下組織
間の抗争であっても，一面では上部組織の代紋を背負った抗争という二重構



造を持つから，傘下組織の抗争は常に上部組織の抗争の一部を構成すると
いう見方はできないではないが，元来，傘下組織の組員は上位の組の組長と
直接の盃を交わして擬制的血縁関係を結ぶものではなく，その関係は，自ら
の決断により盃事を交わした直属組長を通じた間接的なもので，例えば，直
属の組長が上部組織の系列を変えたり，死亡，引退，破門等により上部組織
を脱退した場合は，その傘下組織組員一党は，そのこと故をもって上位の組
の組長との関係も解消されるのが組織原理となっており，上位の組の組長，
さらに頂上にある指定暴力団の組長の支配・監督関係は組織的には間接
的，物理的・人的には拡散的で，末端の傘下組織になるほど上位組織組長の
指揮命令系統から遠い存在にあると考えられ，被告Ｂ４の傘下組織組員に対
する組織上の立場がいかに強力であるとしても，傘下組織固有の事情による
抗争の前段階における行為について，被告Ｂ４の事業性を認めることはでき
ない。本件誤殺事件後，山口組若頭らが実行犯ら３名を早々と警察に出頭さ
せて恭順の意を表明し，さらに，後日会津小鉄と手打ちをした事実も，警戒中
の警察官を射殺するという前代未聞ともいうべき事件が発生したことを考慮す
れば，前記山口組の目的とする後始末行為と評され，前記判断を左右しな
い。

    (2)　共同不法行為（幇助）
        山口組が，抗争を本抗争（山口組の組織総力を挙げて遂行する抗争），準抗争

（傘下組織の抗争），認定外抗争に区分けして，功績の度合いに応じて総本部で
の放免祝，直系組長への昇格等の賞揚行為を行っていることは先に認定のとお
りである。原告らは，これをもって被告Ｂ２らに対する本件誤殺行為の精神的幇
助行為に該当すると主張するが，組織に対する犠牲的貢献者の賞揚，優遇行
為は何も山口組に限ったことではない暴力団一般の組織運営原理であり，これ
に応じて暴力団組織の上昇階段を上りたいとの意識は暴力団組員の誰もが有
する行動原理の一つであって，３次組織の組員に昇格したばかりの被告Ｂ２ら
が，被告Ｂ１による賞揚行為を期待していたとしても，こと本件にかこつけて，被
告Ｂ４ないし山口組本部での賞揚行為と結びつけて本件誤殺行為に及んだとい
う具体的な因果関係を認めるに足る証拠はないから，原告らの主張は採用でき
ない。

    (3)　共同不法行為
        原告らは，被告Ｂ４にも被告Ｂ１同様の不作為による不法行為責任が認められる

旨主張するところ，証拠（甲Ｂ６３）によれば，五代目山口組総本部は，「告」と題
する書面で「（報告義務）山口組々員は他団体との抗争発生の場合，速やかに
その状況及び理由等を総本部に報告しなければならない。」ことを義務付けてい
ることが認められ，これが抗争発生の場合の関連組織への報復の備え，抗争の
性質・軽重の見定め，関係先への警察による家宅捜索への備え等のための情
報提供義務と考えられるから，本件における祇園事件がいまだ抗争段階に至っ
ていなくとも，会津小鉄の幹部直系組長を負傷させ，発砲者が山下組組員であ
ることまでは相手方に判明しているだけに，山浩組のみならず会津小鉄が抗争
を起こした場合は山下組だけでは対応できないばかりか，直接の上部団体であ
る藤和会にも矛先が向けられる可能性があり，被告Ｂ１が祇園事件の発生を知
って間もなく，事件の発生の概要を藤和会Ｃ組長に連絡し，さらに，相手方が会
津小鉄幹部で，祇園という京都市内の繁華街での発砲事件という影響の大きさ
からすれば，藤和会会長Ｃから山口組本部の夜間当番の幹部に事件の一報が
なされた可能性が強い。しかし，山口組では，常務は最高幹部会で処理されて
いたばかりか，祇園事件発生から本件誤殺事件発生までの約５時間は幹部会
の構成員さえ本部に参集することの困難な真夜中の時間帯であり，本件証拠上
認められる幹部会の開催は誤殺が明らかとなった後の８月２５日の午後というほ
かないから，上記５時間の間に，具体的に被告Ｂ１が認識したような本件誤殺事
件が危惧されるような情報が被告Ｂ４に伝わっていたとまで認めるに足る証拠は
ない。そうとすれば，被告Ｂ４の結果回避義務について論ずるまでもなく，この主
張は理由がない。さらにまた，傘下組織と会津小鉄傘下組織間の１４連発抗争
事件の発生という状況を基礎（しかも，これについても祇園事件発生前に手打ち
が行われていることは前記認定のとおりである。）に，被告Ｂ４の不作為による責
任を問責する主張も，同様の理由で採用できない。

  ４　さらに損害について検討を進める。
　　(1)　逸失利益  ８０１９万０７７９円



　　　　前記基本的事実並びに証拠（甲Ｆ４）及び弁論の全趣旨によれば，Ｋ警察官は，
本件誤殺事件（死亡）当時４４歳（昭和２６年３月１５日生まれ）で，高校卒業後警
察官として奉職し，本件誤殺事件当時は京都府警察下鴨警察署に巡査部長とし
て勤務していた者であり，Ｋ警察官の平成６年度の給与所得は９４７万１９８９
円，警察官の定年は満６０歳になっての最初の３月３１日であったことが認めら
れる。

　　　　したがって，Ｋ警察官は，４４歳から６０歳までの１６年間は死亡前年の年収であ
る９４７万１９８９円を取得する蓋然性が高いが，定年後の６０歳から就労可能年
齢である６７歳までの７年間については具体的な転職先，収入が準備されている
と認めるに足る証拠はなく，生前の同人が高校卒業の同年齢男子労働者の平
均賃金を上回る年収があったことなど諸般の事情を考慮し，控えめにみても，賃
金センサス平成８年度産業計・企業規模計・高校卒業男子労働者６０歳から６４
歳の平均賃金４４９万０６００円の９割である４０４万１５４０円を下回らない収入を
得る蓋然性が肯定できるから，生活費控除率を３割として，ライプニッツ方式に
より中間利息を控除すると，以下の計算式により，８０１９万０７７９円を逸失利益
と認める。

　　　　９４７万１９８９円×１０．８３７７（１６年に対応するライプニッツ係数）×０．７＝７１８
５万８２０２円（円未満切り捨て，以下同じ。）

　　　　４０４万１５４０円×２．６５０８（１３．４８８５（２３年に対応するライプニッツ係数）－
１０．８３７７）×０．７＝７４９万９３１９円

　　　　７１８５万８２０２円＋７４９万９３１９円＝７９３５万７５２１円
　　(2)　葬儀費用  ２５０万円
　　　　証拠（甲Ｆ５ないし８）及び弁論の全趣旨によれば，原告Ａ１が葬儀，墓碑建立等

を行い，４１８万８７０２円を支出したと認められるところ，Ｋ警察官の年齢，社会
的地位，死亡原因，家族構成等本件に顕れた諸般の事情を考慮すると，本件誤
殺事件と相当因果関係のある葬儀費用の損害は，２５０万円と認めるのが相当
である。

　　(3)　慰謝料　３２００万円
本件は，職務命令に服して，夜中に暴力団事務所の抗争警戒という危険職務

に従事中の警察官が，あろうことか暴力団組員から射殺されるという悲惨な事
案であり，その年齢，家族関係その他諸般の事情を考慮すれば，慰謝料額は妻
である原告Ａ１について２３００万円，子であるその余の原告らについて各３００
万円をもって相当というべきである。

(4)　まとめ
以上によれば，原告Ａ１の相続分を含む損害額は，逸失利益７９３５万７５２１

円の２分の１である３９６７万８７６０円，葬儀費用２５０万円，慰謝料２３００万円
の合計６５１７万８７６０円，その余の原告らの相続分を含む損害額は，それぞれ
逸失利益７９３５万７５２１円の６分の１である１３２２万６２５３円，慰謝料３００万
円の合計１６２２万６２５３円である。

　５　過失相殺
　　　本件誤殺行為は，拳銃を使用した計画的な殺人行為というおよそ社会的に許容す

る余地のない不法行為であり，損害の公平な分担という過失相殺の趣旨を考慮す
れば，被告Ｂ４を除く被告らの主張するような事情は被害者の過失として考慮すべ
き事情には該当しないと解するのが相当である。

　６　損益相殺
  　(1)  証拠（甲Ｆ１１）及び弁論の全趣旨によれば，原告Ａ１が，受給している①地方公

務員等共済組合法に基づく遺族共済年金，②国民年金法に基づく遺族基礎年
金，③地方公務員災害補償法に基づく公務災害遺族補償年金は，各年度（４月
から３月）ごとに６回に分けられ，第１期分が６月，以後，８，１０，１２，２，４月に
支給されることが認められる。したがって，原告らにおいて遺族共済年金，遺族
基礎年金，公務災害遺族補償年金の受給権が消滅した旨の主張のない本件に
おいては，口頭弁論の終結の日である平成１４年４月１０日現在で，同年３月分
までの上記各年金の支給を受けることができることが確定していたというべきで
あり，基本的事実において認定した分を含めて整理すれば，次の金員と認める
ことができる。
ア　京都府退職手当金　１９０５万４３３２円
イ　遺族共済年金　４７５万３９４３円（原告Ａ１）

    （内訳）



　　平成７年９月分から平成８年３月分　４１万５６２２円
  　      平成８年４月分から平成９年３月分　７１万２４９６円
    　    平成９年４月分から平成１０年３月分　７１万２４９６円
      　  平成１０年４月分から平成１１年３月分　７２万５１６５円
　　　　　平成１１年４月分から平成１２年３月分　７２万９３８８円
          平成１２年４月分から平成１３年３月分　７２万９３８８円

平成１３年４月分から平成１４年３月分　７２万９３８８円
　　　ウ　遺族基礎年金　７９１万３７９２円（原告Ａ１）
        （内訳）
      　  平成７年９月分から平成８年３月分　７６万５８００円
        　平成８年４月分から平成９年３月分　１３１万２８００円
        　平成９年４月分から平成１０年３月分　１２３万７５００円
        　平成１０年４月分から平成１１年３月分　１２５万９４９６円
　　　　　平成１１年４月分から平成１２年３月分　１２６万６９９６円
        　平成１２年４月分から平成１３年３月分　１０３万５６００円

平成１３年４月分から平成１４年３月分　１０３万５６００円
　　　エ　公務災害遺族補償年金　４５５１万９６５５円（原告Ａ１）
        （内訳）
　　　　　平成７年９月から平成８年５月分　５５２万５１７５円
      　  平成８年６月分から平成９年３月分　６１３万９０８２円
        　平成９年４月から平成１０年３月分　６８３万９５００円
        　平成１０年４月から平成１１年３月分　６９７万３７００円
        　平成１１年４月分から平成１２年３月分　７１０万７８００円
　　　　　平成１２年４月分から平成１３年３月分　６４６万７１９９円

平成１３年４月分から平成１４年３月分　６４６万７１９９円
　　　オ　公務災害葬祭補償金　１２０万２７６０円（原告Ａ１）

(2)　ところで，被害者が第三者の不法行為によって死亡し，その損害賠償請求権
を取得した相続人がその不法行為と同一の原因によって利益を受ける場合に
は，損害と利益の同一性がある限り，公平の見地から，その利益の額を相続人
が加害者に対して賠償を求める損害額から控除することによって損益相殺的な
調整を図る必要があるところ，損害と利益との間に同質性があるか否かを判断
するにあたっては，当該給付と損害賠償制度との間に被害者への重複填補を排
除するとともに加害者が損害填補の負担を免れる不合理を避けるための調整
規定が設けられているかどうか等の諸点を総合的に考慮して決するべきであ
る。

　　　　そこで検討するに，退職手当金は，本件誤殺事件がなくてもＫ警察官の退職に伴
い支給されるもので，原告らが本件誤殺事件により被った損害の填補を目的と
するものではないから，原告らの損害賠償請求額から控除すべき理由はない。

　　　　次に，遺族共済年金，遺族基礎年金，公務災害遺族補償年金は，これらが本件
誤殺事件により死亡したＫ警察官の得べかりし利益と実質的に同質であり，これ
については既に受けた賠償の限度での補償義務の免除（地方公務員災害補償
法５８条２項）や補償価額の限度での損害賠償請求権の取得（同法５９条１項）
などの損害賠償との調整が予定されていることからすると，本件誤殺事件による
Ｋ警察官の損害を填補するものであって，損害賠償請求額から控除するべきも
のと解されるが，地方公務員等共済組合法４５条，同法４６条，国民年金法４１
条２項，地方公務員災害補償法３２条によれば，公務災害遺族補償年金，遺族
基礎年金，遺族共済年金は妻である原告Ａ１に受給権があり，控除は上記各年
金の受給権者についてのみ行うべきであり，かつ，各年金をもって損益相殺的
な調整を図ることのできる損害は，財産的損害のうちの逸失利益に限られ，各
年金額がこれを上回る場合であっても，当該超過部分を他の財産的損害や精
神的損害との関係で控除することはできず，また，損害賠償額から控除すること
が許されるのは，上記各年金請求権が現実に履行された場合又はこれと同視し
得る程度にその存続及び履行が確実であるということができる場合に限られると
解される。

以上によれば，原告Ａ１について損益相殺すべき額は，葬儀費用について１２
０万２７６０円，逸失利益について遺族共済年金４７５万３９４３円，遺族基礎年金
７９１万３７９２円，公務災害遺族補償年金４５５１万９６５５円の合計５９３９万０１
５０円となる。



(3)　まとめ
したがって，損益相殺後の各原告の損害額は以下のとおりとなる。

　　　ア　原告Ａ１　２４２９万７２４０円
　　　　　逸失利益から控除すべき額（５９３９万０１５０円）は，同原告の相続した逸失利

益の額を超過するが，その超過部分を他の財産的損害や慰謝料から控除す
ることはできない。

　　　　　よって，同原告の請求し得べき損害額は，葬儀費用２５０万円から１２０万２７６０
円を控除した残額である１２９万７２４０円と慰謝料２３００万円の合計２４２９万
７２４０円となる。

イ　その余の原告ら  １６２２万６２５３円
その余の原告らについては，それぞれ逸失利益１３２２万６２５３円と慰謝料

３００万円の合計１６２２万６２５３円となる。　　　
　７　弁護士費用

本件事案の内容，訴訟の経過及び認容額その他諸般の事情に照らすと，本件
誤殺事件と相当因果関係のある弁護士費用としての損害は，原告Ａ１につき２５０
万円，その余の原告らにつき各１６０万円と認めるのが相当である。

　８　まとめ
　　　以上によれば，原告らの本訴請求は，被告Ｂ１，同Ｂ２，同Ｂ３各自に対し，原告Ａ１

については２６７９万７２４０円，その余の原告らについては各１７８２万６２５３円及び
これらに対する本件誤殺事件の日である平成７年８月２５日から支払済みまで民法
所定の年５分の割合による遅延損害金の支払いを求める限度で理由があるからこ
れを認容し，被告Ｂ１，同Ｂ２，同Ｂ３に対するその余の請求及び被告Ｂ４に対する請
求は理由がないからいずれも棄却し，主文のとおり判決する。

京都地方裁判所第４民事部

裁判長裁判官        渡　邉　安　一

裁判官        佐　藤　英　彦

裁判官        村　上　志　保


